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厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
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風しん第5期定期接種の対策期間延長における風しん予防接種促進に関する研究 

 

研究代表者 多屋 馨子 神奈川県衛生研究所 所長 

研究要旨 1977～94 年度まで女子中学生のみが風疹定期接種の対象であったことから、当時男子中学
生であった昭和 37 年４月２日～昭和 54 年４月１日生まれの男性の風疹抗体保有率が低い。風疹が流
行すると、この年齢の男性が多く風疹に罹患し、抗体が不十分な妊婦への感染ならびに先天性風疹症
候群（以下、CRS）の発症につながっている。厚生労働省は 2019 年から 3 年計画で風疹第 5 期定期接
種を計画し、この年齢の男性の抗体保有率の上昇を目指していたが、新型コロナウイルス感染症（以
下、COVID-19）の流行もあって接種率が伸び悩み、更に 3 年間の延長が決定された。接種率を改善す
るためには働く世代の男性が風疹抗体検査、風疹含有ワクチン接種を受けやすい環境づくりが必要
で、対象年齢の男性を対象にした啓発活動が重要となる。自治体への調査で、都道府県のワクチン接
種率と、管内市区町村における風疹第 5 期定期予防接種事業のクーポン券個別郵送の有無には相関が
確認され、郵送による周知の役割が大きいことが示唆された。今後の風疹第 5 期定期接種を促進する
ために、抗体測定方法・抗体検査結果に場合分けしたアルゴリズムを作成した。2021 年に承認された
風疹イムノクロマト法迅速キット（風疹 IgG 抗体と風疹 IgM 抗体の両方同時検査）（以下、迅速キッ
ト）を用いた風疹第 5 期定期接種実施について検討した結果、迅速キットを使用するとその日のうち
に結果が判明するため、当日のワクチン接種が可能となる。一方、IgM 抗体陽性の場合は、感染の初
期である可能性が否定できないため、当日の予防接種は実施できず、風疹ウイルス感染の有無を確認
する必要がある。本研究では、検査実施対象者の中に IgM 抗体陽性者は存在しなかった。IgG 抗体陰
性者に対して当日中に結果を説明した割合は 96％、弱毒生麻しん風しん混合ワクチン（以下、MR ワ
クチン）の接種又は接種予約を行った割合は 95％（当日接種 59％、当日接種予約 36％）で、迅速キッ
トによって抗体検査からワクチン接種の一連の流れが単回受診で完結する可能性を示唆する結果が確
認できた。実施医療機関へのアンケート調査では、医療従事者の業務負担と受検者の待機時間が生じ
るが、実施持続可能性があるとの意見が多く、風疹第 5 期定期接種対象者の利便性向上に寄与する可
能性が示唆された。風疹第 5 期定期接種制度、接種前の抗体検査に関する周知と運用マニュアルの作
成が必要との意見から、説明用イラスト入り資料を作成した。本迅速キットは遠心機を有する施設で
の利用に限られることから、風疹第 5 期定期接種受託医療機関を対象に遠心機保有状況調査を実施し
た。遠心機保有医療機関は回答があった医療機関の 26.4％であった。抗体陰性者のために医療機関に
MR ワクチンを備蓄することに関しては課題とされた。今回の検討では、抗体陰性率が高かったことか
ら第 5 期定期接種の基準となる風疹 HI抗体価または風疹 IgG 抗体価を保有している健常成人血清パネ
ルを用いて検討したところ、迅速キットで陽性となったのは 24.6-29.0％で、第 5 期定期接種対象を十
分に評価することはできなかった。IgG 抗体の検出感度が十分ではなかったことの原因究明が必要であ
る。第 5 期風疹定期接種対象世代に対して、ナッジ（損失の強調、人々の利他性の喚起、社会規範の
強調、コミットメントの使用等、社会的に望ましい行動を促進する仕組み）の活用により、抗体検
査・予防接種促進に有効なメッセージや広告を行動経済学的に明らかにした結果、利他的なフレーミ
ングで医学的な情報提供をすること、小児期に風疹ワクチン接種をしたと思い込んでいる誤認識を修
正する情報提供が効果的であった。情報提供の手法としてクーポン券送付の際にリーフレットを同封
することに加え、Youtube 広告などのように強制的に情報を目にするような手法が効果的であることが
明らかとなり、本対策に効果的なメッセージを開発し、啓発資料にも盛り込んだ。また、風疹対策を
促進する要因・阻害する要因を明らかにするために、企業や健診機関を対象としたヒアリング調査と
啓発資材の開発、全国の企業を対象とした質問票調査を行った結果、①職場の健康診断や人間ドック
（以下、健診）での風疹抗体検査実施数が少ない、②実施を阻害する要因としては、職場の受診勧奨
に法的根拠が乏しい、制度が複雑である、企業や対象者に制度が周知されていない、③実施を促進す
る要因としては、風疹を事業継続のリスクととらえていること、CRS を女性が就労する上で脅威とみ
なしていること、が挙げられた。これらの結果をもとに、企業や対象者向けの動画やリーフレットを
作成した。全国の企業の風疹第 5 期定期接種の利用状況は、健診で風疹抗体検査を行いたいと考える
企業が 7 割以上であった一方で、中小企業では大企業と比べて風疹第 5 期定期接種制度の認知度と実
施割合がともに低かった。現行の法的位置づけでは風疹抗体検査の受診勧奨に限界があり、制度の利
便性と普及啓発に改善の余地があることが明らかとなった。行政が主導し、企業や健診機関の協力を
得つつ、さらなる法整備や制度の利便性向上、および普及啓発を図る必要があると考えられた。2023
年 2 月までの第 5 期風疹定期接種前抗体検査実施率は対象男性人口の 29.0％、予防接種率は同 6.3％と
低いことが報告されていることから、風疹第 5 期定期接種の更なる啓発を実施しなければ、再び風疹
の国内流行が発生することが懸念される。本研究班の成果が活用されることを期待したい。 
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背景 風疹第5期定期接種の実施率を向上させて、
成人男性（昭和37年4月2日～昭和54年4月1日生ま
れ）に蓄積した風疹感受性者（対象成人男性人口
の約20％）を減少させるためには、風疹抗体検査
を受けやすい環境づくりが重要である。通常、風
疹抗体検査後、結果判明までに1週間程度必要であ
り、その結果抗体価が低いとわかった場合は、第5
期定期接種として弱毒生麻しん風しん混合ワクチ
ン（以下、MRワクチン）の接種が実施されるが、
医療機関にワクチンが常備されていないことから、
当日の接種は困難で、接種予約をとって別の日に
受診することが多い。職場の健康診断で風疹抗体
検査を実施して、抗体価が低かった場合に、医療
機関を受診してMRワクチンを接種する方法も計画
されていたが、その実施率は低い。 
厚生労働省の調査によると、2023年2月までに

抗体検査を受けた人が対象男性人口の29.0％、予
防接種を受けた人は対象男性人口の6.3％であり
（国立感染症研究所感染症疫学センター：風疹に
関する疫学情報：2023年4月26日現在より引用）、
十分とは言えない。 
 
Ａ．研究目的 
 厚生労働省は、風疹の追加的対策として、抗体

保有率が低い昭和 37 年４月２日～昭和 54 年４月

１日生まれの男性を予防接種法に基づく定期接種

の対象とし、原則無料で風疹抗体検査及び陰性者

への定期接種を実施したが、2019 年からの３年間

では当初目標を大きく下回った。2021 年 12 月 17
日に本事業の 2024 年度末までの延長が承認された

ことを受け、本事業の効果的実施により風疹の予

防接種を促進することを目的とする。 
 
Ｂ. 研究方法 
① 風疹イムノクロマト法迅速キットの活用に関

する研究 

抗体検査利便性向上のために、次の３要項（1.
当日中に結果確認して対象者に説明可能。2.結果

を受けて当日中に必要に応じてワクチン接種ある

いは接種の予約可能。3.IgM 抗体陽性の場合、偽

陽性や慢性的な弱陽性も含め、診察して適切な説

明と必要に応じた追加検査可能。）を満たした場

合、イムノクロマト法（ICA）迅速キット（以

下、迅速キット）を第 5 期定期接種前の検査とし

て使用する。本迅速キットは、第 5 期風疹定期接

種前の検査として承認市販されており、厚生労働

省の手引き（「昭和 37 年４月２日から昭和 54 年
４月１日までの間に生まれた男性を対象に実施す

る風しんの抗体検査及び予防接種法第５条第１項

の規定に基づく風しんの第５期の定期接種の実施

に向けた手引き(第４版) 2022 年２月 16 日改正厚

生労働省健康局
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000927414.
pdf」）の 8 頁に記載されている。 

風疹 IgM 抗体が陽性であった場合、当該血清と
2－3 週間後のペア血清を研究班に送付してもら
い、詳細な解析を実施する（研究分担者：森）。  

迅速キットならびに風疹抗体定量検査のアルゴ
リズムを作成して、参加医療機関で集約された迅
速キット使用データを解析する（研究分担者：多
屋、森、森野）。 

迅速キット使用の実現性について参加医療機関
の様々な職種を対象にアンケート調査を実施し、
風疹の追加的対策における当キットの全国展開の
手法を検討する（研究分担者：森野）。 

 
② 予防接種促進に関する行動経済学的研究 

該当世代に対するどのような働きかけが検査、

ワクチン接種実績の上昇に結びつくか、行動経済

学的に検討する。ナッジ（損失の強調、人々の利

他性の喚起、社会規範の強調、コミットメントの

使用等、社会的に望ましい行動を促進する仕組

み）の活用により、抗体検査・予防接種促進にど

のようなメッセージや広告が有効かを行動経済学

的に明らかにし、本対策に効果的なメッセージを

開発する。風疹予防行動を阻害する要因を明らか

にするとともに、その解決策を提示する（研究分

担者：大竹）。 
 

③ 企業での風疹予防接種促進のための取組検討

研究 
風疹追加的対策は、対象世代の働く男性が複数

回仕事を休み医療機関を受診するのが困難であっ

たと推測される。企業から従業員への抗体検査受

診勧奨の働きかけが重要で、厚労省は各種事業主

団体（日本経団連、経済同友会、日本商工会議所

等）、労働安全衛生団体に、風疹抗体検査を企業

健診検査項目に取込み、検査を社員に勧奨するよ

う協力依頼してきたが、更に産業医の立場から企

研究分担者 
森 嘉生 

国立感染症研究所ウイルス第三部 室長 

 

森野紗衣子 

国立感染症研究所感染症疫学センター  

主任研究官 

 

大竹文雄 

大阪大学大学院経済学研究科  

特任教授（常勤） 

 

堀 愛  

筑波大学医学医療系福祉医療学分野 

国際社会医学研究室 准教授 
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業等での受診勧奨取組の具体例収集やアンケート

調査等を行い、今後の取組企業の参考となる方法

の提案を目指す（研究分担者：堀）。 
 
（倫理面への配慮） 
 風疹IgM抗体が陽性であった場合は、ペア血清
による風疹IgG抗体価の動きを見ることで診断に繋
げることになるが、検査後の残血清を国立感染症
研究所に送付してもらい、詳細な検討を実施する。
これについては「国立感染症研究所人を対象とす
る生命科学・医学系研究倫理審査委員会」に申請
し承認を得た(受付番号1407)。迅速キットに対す
る医療機関でのアンケート調査については、上記
委員会で非該当とされた(受付番号1455)。 
 
Ｃ．研究結果 
迅速キットを活用して、受診回数を減らし、風

疹第5期定期接種の実施状況を向上させるためには

どのような方法が必要かについて、シミュレーシ

ョンを実施し、抗体測定方法に応じてIgG,IgM抗体

の有無を場合分けし、その結果に基づくアルゴリ

ズムを作成した。風疹IgG抗体陰性者に対して当日

中に結果を説明した割合は96％、MRワクチンの接

種又は接種予約を行った割合は95%（当日接種59%、

当日接種予約36%）であった。大部分が当日中に対

応を行っており、迅速キットによって抗体検査か

らワクチン接種の一連の流れが単回受診で完結す

る可能性を示唆する結果が確認できた（研究分担

者：多屋、森、森野）。 

 

令和4年度における各市区町村のクーポン券再発

行状況を調査した結果、全体の73％が再発行を行

っていた。クーポン券を再発行した市区町村にお

いては、半数程度（563か所）が4月に再発行を行

っていた。再発行を行っていない市区町村におい

ては、過去のクーポン券が継続的に利用できる旨

をWebサイト等で告知されていた。クーポン券の発

行と受診率には相関があることが確認できた。再

発行を実施していない市区町村の割合の高い都道

府県は、抗体検査請求割合（受診率）が低い傾向

があり、再発行割合と抗体検査請求割合は相関係

数0.36で弱い正の相関があった（研究分担者：多

屋）。 
 

本迅速キットは血清 5μＬを検体として実施す
ることから、医療機関に血清の遠心分離機が必要
である。第 5 期風疹定期接種受託 4,890 医療機関
（３自治体）を対象に遠心機保有状況調査を実施
した結果、遠心分離機を保有していたのは回答が
あった医療機関（回答率 25.2％）の 26.4％であっ
た。また、本迅速キットを第 5 期定期接種前の抗
体検査として実施可能と回答のあった医療機関は、
回答医療機関の 11.0％であった。実施困難な理由
として、医療機関の多忙、人員不足、煩雑等の意
見が寄せられた（研究分担者：多屋）。 

 

風疹抗体検査は、健診医療機関（人間ドックを
含む）、生活習慣病外来等を受診した者を対象と
して実施するが、その場で結果が判明する迅速キ
ットの利用が可能かどうかを検討した。また、こ
れらの実施に関する課題について明らかにするた
めに、医療機関の様々な職種（医師、看護師、検
査技師、受付事務等）を対象にアンケート調査を
実施した。なお、本迅速キットは、風疹IgG抗体と
風疹IgM抗体が同時に検査可能で、結果は1時間程
度で判明する。迅速キットを第5期風疹定期接種前
の検査として使用した医療機関への調査では、医
療従事者にとって一定の負担と、受検者の待機時
間が生じるものの、使用を持続する可能性はあり、
風疹第5期定期接種対象者の利便性向上に寄与する
可能性が示唆された。迅速キットを継続的に使用
可能とするためには、運用マニュアルが必要と考
えられたため、研究班で作成した。一方、IgG,Ig
M抗体共に陰性者のために、MRワクチンを常に
医療機関に保管しておくことが課題となった。第5
期風疹定期接種対象者への検査から接種までの流
れに関する説明用資材のニーズが高く、資料を作
成した（研究分担者：森野）。 

 
風疹IgG抗体、風疹IgM抗体がともに陰性の場合

は、その場でMRワクチンの接種が可能となる。一
方、風疹IgG抗体陽性、風疹IgM抗体陰性の場合は、
第5期定期接種としてMRワクチンの接種は不要と
いうことが判明する。しかし、風疹IgM抗体陽性
の場合は、風疹ウイルスに最近感染した可能性が
否定できないため、その日のワクチン接種はでき
ず、2－4週間後に再度受診して、ペア血清による
風疹IgG抗体価の動きを確認することで、風疹ウイ
ルス感染（不顕性感染）と診断される可能性があ
る。その場合は、風疹第5期定期接種は不要となる。
風疹IgM抗体が陽性であった血清については、2－
4週間後の血清とともにペア血清として国立感染症
研究所に送付してもらい、詳細な検討を行い、風
疹ウイルス感染に伴うIgM抗体の上昇か、あるい
は非特異反応かの鑑別を実施する流れを立案した
が、今回の検討ではIgM抗体陽性者はいなかった。
一方、IgG抗体陰性者率が高かったことから、抗体
価既知の健常成人血清パネルを用いて迅速キット
で風疹IgG抗体の検出を行なった。第5期風疹定期
接種対象となるHI抗体価（8未満および8）を示し
た検体のうち、迅速キット陰性であったのは100％
であった一方、非対象のHI抗体価（16以上）を示
した検体のうち、迅速キットで陽性であったのは、
24.6%であった（研究分担者：森）。 

 
自治体におけるリーフレット配布の効果を検証

するために、2自治体でナッジ実施群と非実施群を
比較した結果、1自治体ではナッジ実施群は抗体検
査受検率を統計的有意に高めたが、1自治体では有
意差は見られなかった。抗体検査を受ける意思が
ある人の割合は情報介入なしの場合51.4%であり、
厚労省のメッセージで8.9ポイント上昇、認識修正
リーフレットの提示で12.4ポイント上昇、動画説
明で17.4ポイント上昇し、いずれも統計的に有意
であった。封筒を開封させる選択肢を取り入れた
方が、強制的に情報提供をするよりも効果的で、
動画説明を強制的に見せると、封筒開封の効果よ
り大きかった。クーポン券の送付効果検証を行政
データを利用して行った結果、クーポン券送付に
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よって抗体検査受検率は19.6ポイント上昇し、予
防接種率は5.6ポイント上昇した。2023年2月4日に
「アイディア募集！風しん抗体検査」というタイ
トルで風疹の日イベントをYoutubeでライブ配信し、
アーカイブ動画配信を実施したところ、2023年4
月22日時点で408回視聴されていた。本プロジェ
クトで効果があると判明したメッセージを用いて、
2分30秒版と15秒版のコミカルな動画を作成した。
2分30秒版は、風疹の日のイベントで紹介するとと
もに、Youtube広告として流した結果、2023年2～3
月の視聴回数は合計234万回に達した。自治体職員
のためのガイドブックを作成し、各自治体に送付
するとともに、ホームページで公開し、本事業で
効果が認められた行動経済学的メッセージをもと
にしたリーフレットとポスターを制作し、自治体
に配布するとともにホームページからダウンロー
ド可能にした。本事業での研究結果をもとに作成
した動画、ポスター、リーフレット、ガイドブッ
クを掲載するとともに抗体検査・ワクチン接種を
行う医療機関の検索機能をもったウェブサイトを
構築し、公開した(https://www.cider.osaka-u.ac.jp/rub
ella/)（研究分担者：大竹）。 
 

健診での風疹抗体検査の実施状況については、
企業によって実施状況にばらつきがあり、2019 年
-20 年にかけて実施した企業が多かったが、2022
年は実施数が少なかった。「実施を阻害する要因」
として、法定健診と異なり、受診勧奨に法的根拠
が乏しいこと、制度が複雑であること、企業や対
象者に制度が周知されていないことが挙げられた。
クーポン券を紛失した、あるいは忘れた対象者に
抗体検査ができない、クーポン券有効期間が長い
と受診者は後回しにしやすいという声が得られた。
また、企業独自の取組として、クーポン券を使わ
ず全職員に抗体検査を実施した例で、対象世代の
予防接種がクーポン券対象外になってしまったこ
と、2019 年の制度開始当初は、受診者からクーポ
ン券が届かないという問い合わせがあったこと、
集合契約の準備に時間がかかり、風疹抗体検査の
開始が遅れたこと、集合契約を締結せずに、健診
機関で事務対応している場合もあること、企業や
対象者に制度が周知されていないことが抽出され
た。「実施を促進する要因」として、風疹を事業
継続のリスクとしてとらえていること、CRS を女
性が就労する上での脅威ととらえていることが挙
げられた。こうした認識を持つ企業では、風疹対
策を企業の社会的責任とみなしたり、経済産業省
が主導する健康経営®と紐づけするなど、積極的
に風疹抗体検査を実施していた。以上のヒアリン
グ調査結果から、啓発資材として、企業や勤労者
向けの動画を作成した。また、企業や対象者向け
に、健康診断で原則自己負担なく風疹抗体検査が
受けられる制度を周知するリーフレットを作成し
た（研究分担者：堀）。 
 
Ｄ．考察 
第5期風疹定期接種の実施率を向上させるために

は、対象男性への周知に加えて、自治体からのク
ーポン券の送付、職場での啓発と、検査と予防接
種を実施しやすい環境づくりが必要と考えられた。 
迅速キットは、第５期定期接種の接種基準を判

定するには、抗風疹IgG抗体に対する十分な感度が
ないことが示唆された。本迅速キットを第５期定
期接種の抗体検査や診断の補助等に用いるために
は、風疹IgG抗体の検出感度が十分になかったこと
の原因究明が必要である。 
ナッジを用いて、行動経済学の観点から検討し

た結果、利他的なメッセージと、小児期に風疹ワ
クチンを受けているはずという誤解を解消する必
要があると考えられた。動画をテレビ、SNS、鉄
道車両内などでの広告として強制的に見せること
は、抗体検査受診意欲向上効果があることが示唆
された。抗体検査受検率が極めて低く、受検意欲
で示された効果が十分に観察されていない理由は、
介入が行われた時期に、COVID-19の感染拡大で、
外来診療が逼迫しており、抗体検査の予約が取り
にくい状況にあったことが考えられた。 

企業での検査・ワクチンを勧奨する法的根拠が
乏しい点については、健診機関から職員の抗体検
査を勧めても希望しない企業があること、個人情
報保護の点から法定外項目である風疹抗体検査の
実施は望ましくないと考える企業があること、他
の性・年齢に配慮した公平性の観点で、対象者だ
けでなく全従業員に実施したいと考える事業者が
いることが挙げられた。健診機関からは、企業や
受診者向けの広報資材が不足していること、企業
や対象者に健診機関から制度を周知することは手
間がかかることも挙げられたことから、行政主体
で制度を周知しないと検査数を増やすのは難しい
ことが示唆された。 

 

Ｅ. 結論 

風疹第5期定期接種は、COVID-19の流行もあっ
て接種率が伸び悩んでいる。接種率を改善するた
めには働く世代の男性が風疹抗体検査、風疹含有
ワクチン接種を受けやすい環境づくりと、対象年
齢の男性を対象にした啓発活動が重要となる。市
区町村による風疹第5期定期予防接種クーポン券個
別郵送の有無と接種率の間に相関が確認され、郵
送による周知の役割が大きいことが示唆された。
 2021年に承認された迅速キットを使用した検討
では、検査実施対象者の中にIgM抗体陽性者は存
在しなかった。IgG抗体陰性者に対して当日中に結
果を説明した割合は96％、MRワクチンの接種又は
接種予約を行った割合は95％と高く、迅速キット
によって抗体検査からワクチン接種の一連の流れ
が単回受診で完結する可能性を示唆する結果が確
認できた。医療従事者の業務負担と受検者の待機
時間が生じること、抗体陰性者のためにワクチン
を医療機関に常備しておくことが課題として挙げ
られた。また、迅速キットは遠心機を保有する医
療機関での利用に限られるが、保有医療機関は調
査に回答があった医療機関の26.4％と高くなかっ
た。一方、IgG抗体陰性率が高く、IgG抗体の検出
感度が十分になかったことの原因究明が必要であ
る。ナッジの活用により、抗体検査・予防接種促
進に有効なメッセージや広告を行動経済学的に明
らかにした結果、利他的なフレーミングで医学的
な情報提供をすること、小児期に風疹ワクチン接
種をしたと思い込んでいる誤認識を修正する情報
提供が効果的であった。情報提供の手法としてク
ーポン券送付の際にリーフレットを同封すること、
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Youtube広告などのように強制的に情報を目にする
ような手法が効果的であった。企業や健診機関を
対象とした質問票調査の結果、職場健診での風疹
抗体検査実施数が少ないこと、実施を阻害する要
因として、職場の受診勧奨に法的根拠が乏しいこ
と、第5期風疹定期接種制度が複雑であること、企
業や対象者に制度が周知されていないことが挙げ
られた。実施を促進する要因としては、風疹を事
業継続のリスクととらえていること、CRSを女性
が就労する上で脅威とみなしていることが挙げら
れた。全国の企業の風疹第5期定期接種の利用状況
は、健診で風疹抗体検査を行いたいと考える企業
が7割以上であった一方で、中小企業では大企業と
比べて風疹第5期定期接種制度の認知度と実施割合
がともに低かった。現行の法的位置づけでは風疹
抗体検査の受診勧奨に限界があり、制度の利便性
と普及啓発に改善の余地があることが明らかとな
った。行政が主導し、企業や健診機関の協力を得
つつ、さらなる法整備や制度の利便性向上、およ
び普及啓発を図る必要があると考えられた。2023
年2月までの第5期風疹定期接種前抗体検査実施率
は対象男性人口の29.0％、予防接種実施率は対象
男性人口の6.3％と低いことから、風疹第5期定期
接種率の上昇がなければ、再び風疹の国内流行が
発生することが懸念される。本研究班の成果が予
防啓発活動に活用されることを期待したい。 

 

Ｆ. 健康危険情報 
第5期定期接種の実施状況を改善するためには、

成人男性への周知と成人男性が風疹抗体検査を受
けやすい環境を整える必要があり、職場の協力は
不可欠である。自治体からのクーポン券の送付、
啓発動画の視聴、小児期に風疹ワクチンを受けた
はずという誤解を解消させて、利他的なメッセー
ジを届ける啓発は有効と考える。現在の接種率の
まま第5期定期接種の実施状況の上昇が見られな
かった場合は、再び風疹の国内流行が発生するこ
とが懸念される。 
 
Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 
別添５ 研究成果の刊行に関する一覧表に記載 
 
2.  学会発表 
各分担研究報告書に記載 

 
Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 

1. 特許取得 
  該当なし 
 
2. 実用新案登録 
  該当なし 
 
3.その他 
  該当なし 
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資料１ 風しん第５期定期接種啓発リーフレット（研究班作成案） 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

 
分担研究報告書 

 
風疹イムノクロマト法迅速キットの活用に関する研究  

 
研究分担者 多屋 馨子 神奈川県衛生研究所 所長 
研究分担者 森 嘉生 国立感染症研究所ウイルス第三部 室長 
研究分担者 森野紗衣子 国立感染症研究所感染症疫学センター 主任研究官 
研究協力者 平川 幸子（株）三菱総合研究所   
研究協力者 仲尾 朋美（株）三菱総合研究所  
研究協力者 倉渕 瑶子（株）三菱総合研究所  

 
 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
Ａ．研究目的 

厚生労働省は、風疹の追加的対策として抗体保

有率が低い昭和37年４月２日～昭和54年４月１日

生の男性を予防接種法に基づく定期接種の対象と

し、原則無料で風疹抗体検査及び陰性者への定期

接種を実施したが、令和元年からの３年間では当

初目標を大きく下回った。本研究は風疹の予防接

種を促進することを目的として、同日中に風疹IgG

抗体、風疹IgM抗体結果が判明するアボット社イム

ノクロマト法（ICA）迅速キット（以下、迅速キッ

ト）を用いて、風疹抗体検査を実施し、同キット

を用いた風疹第5期定期接種の普及促進の可能性を

検証した。 
 
Ｂ．研究方法 

風疹第 5 期定期接種では、抗体検査を前置して

HI 抗体価 1:8 以下に相当する低抗体価であった場

合に、弱毒生麻しん風しん混合ワクチン（以下、

MR ワクチン）の接種対象とされる。一般的に、

従来の風疹抗体検査は検査結果判明まで数日を要

する。そのため、検査ならびに結果説明、ワクチ

ン接種のために少なくとも 2 回の医療機関受診が

必要とされる。 

本研究では迅速キットを用いて風疹抗体検査を実

施し検査結果をレジストリシステムへの登録・結

果の分析を行った。 
併せて、風疹の定期予防接種（風疹第 5 期定期

予防接種）事業について、対象期間が令和４年３

月末から令和５年３月末まで１年間延長されたこ

とに伴う市町村の追加的対策の取組状況（クーポ

ン券の発送状況）等を把握した。迅速キットを用

いて風疹第 5 期定期接種の普及促進の可能性を検

証した。 
本研究では、迅速キットを活用することで、可

能な限り単回受診で抗体検査、抗体検査結果確認、

予防接種の一連の流れが完結するような仕組み・

運用を構築した。 
（倫理面への配慮） 
本研究は、「国立感染症研究所人を対象とする

生命科学・医学系研究倫理審査委員会」の審査を

経て承認を得ている。 
 

（１）迅速キットの医療機関・検診機関等への導

入 

本研究に参加を希望する施設（医療機関等）に

対する説明文書を作成するとともに、研究機関を

研究要旨 

厚生労働行政推進調査事業費「風しん第 5期定期接種の対策期間延長における風しん予防接種促進に

関する研究（研究代表者：神奈川県衛生研究所 多屋馨子）」（以下、本研究班）において、風疹イム

ノクロマト法迅速キット（以下、迅速キット）を活用することで、可能な限り単回受診で抗体検査、

抗体検査結果確認、予防接種の一連の流れが完結するような仕組み・運用を構築した。 

 研究参加医療機関等において登録された 102 件の検査結果を分析すると、風疹 IgG 抗体（過去の風

疹感染又は風疹ワクチンの接種を示す）については陰性率が 78%であった。研究参加医療機関等が風

疹 IgG 抗体の陰性者に対して当日中に結果を説明した割合は 96％、弱毒生麻しん風しん混合ワクチン

（以下、MR ワクチン）の接種又は接種予約を行った割合は 95%（当日接種 59%、当日接種予約 36%）

であった。大部分が当日中に対応を行っており、迅速キットによって抗体検査からワクチン接種の一

連の流れが単回受診で完結する可能性を示唆する結果が確認できた。 

 なお、風疹 lgM 抗体の陽性（現時点の風疹ウイルスへの感染が疑われる）は確認されなかった。 

また、都道府県のワクチン接種率と、管内市区町村における風疹第5期定期予防接種事業のクーポン

券個別郵送の有無に相関が確認されたことから、郵送による周知の役割が大きいことが示唆された。 
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通じて申請受付対応を行った。具体的には申請受

付のため、本研究班のWebサイトを構築し、事業

説明の他、同意説明動画、同意書、オンライン上

の同意機能を付加し、参加希望機関を募集した。 
過去の風疹感染又は風疹ワクチンの接種を示す

風疹lgG抗体が陰性の対象者については、風疹第5
期定期接種事業の一環としての接種を促した。 

また、現時点の風疹ウイルスへの感染が疑われ

る風疹 IgM 抗体陽性であった場合、研究の一環と

して既存の定量抗体検査キットを用いた再検査を

求めた。 
 

（２）IgG抗体陽性率、IgM抗体陽性率と予防接種

状況の把握 

本研究参加施設が迅速キットを用いて検査をし

た結果を登録する「レジストリシステム」を構築

し、登録された、迅速キットの検査結果を分析し

た。レジストリシステムには以下の項目を登録し

た（表１）。 

 

 表１ レジストリ登録項目 
分類 収集項目 

対象者の基
本情報 

①対象者の年齢 

②生年月 

③風疹第 5期定期接種対象者か

否か（本研究は風疹第 5期定期

接種対象である昭和 37 年 4 月 2

日～昭和 54 年 4 月 1 日生まれ

の男性のみが対象となる） 
④受診年月日 

迅速キット
の検査結果 

⑤迅速キットに基づく風疹 IgG

抗体結果 

⑥迅速キットに基づく風疹 IgM

抗体結果 

検査当日の
対応 

⑦当日の検査結果説明の有無 

⑧当日の MR ワクチン接種の実

施の有無（予約のみか接種完了

かを入力） 

⑨風疹 IgG 抗体陰性であったに

も関わらず、MR ワクチン接種が

できなかった場合はその理由 

風疹に関す

る追加情報 
（風疹IgM抗
体陽性の場
合） 

⑩最近 1 か月以内の風疹を疑う

症状の有無 

⑪風疹含有ワクチン接種歴の有

無（有りの場合は、接種時期） 

⑫風疹罹患歴の有無（有りの場

合は、罹患時期） 

⑬基礎疾患 

⑭ペア血清による風疹 IgG 抗体

検査の実施の有無、結果、実施

できなかった場合はその理由 

 

（３）自治体クーポン券の発行状況等の調査・分

析 

予防接種の実施主体である全市町村（1,741か所）

を対象としてアンケート調査を実施し、1,668か所

の自治体から回答を得て、集計・分析を行った

（回収率約96%）（表2）。 

 

 表2 アンケート調査実施方法 
項目 実施方法 

依頼方法 厚生労働省が都道府県に対し、ク

ーポン券配布状況調査の協力依頼

の事務連絡を発出。都道府県は、

管内の市区町村にアンケートへの

回答を依頼。 

対象自治体数 

回答自治体数 

対象自治体数：1,741 市区町村 

回答自治体数：1,668 市区町村

（回答率約 96％）。 

アンケート実

施方法 
•WEB アンケート

（MifrosoftForms） 

※FORMS 対応不可の自治体には

Excel による回答依頼を実施 

 

アンケート調査は、R4年度の風疹第5期定期接種

の期間延長に伴うクーポン券の再発行状況及びR5

年度の実施予定について質問を行った。 

 

 表3 アンケート調査質問項目 
項目 調査項目 

基本情報 自治体名 

R４年度対応 ・クーポン券の再発行の有無、

（再発行した場合）発送時期 

R５年度対応 •R５年度のクーポン券の発行予定 

 
Ｃ．研究結果 
（１）迅速キットの医療機関・検診機関等への導

入 

本研究班のWebサイト上に構築したレジストリシ

ステムを用いて、研究参加施設から、風疹IgG抗体、

風疹IgM抗体検査の結果を定期的に収集し、11機関

から102件のレジストリ登録を得た（表4）。 

風疹 IgM 抗体陽性であった場合、迅速キットを

用いた判断を検証するために既存の定量抗体検査

キットを用いて再検査する研究デザインを想定し

ていたが、風疹 lgM 抗体の陽性者は確認されなか

った。本研究班において、関係者の意見を聴取し

たうえで評価基準を整理し、参加医療機関に提示

した。【別紙１】 
 
表4 レジストリ運用実績 

・ レ ジ ス ト リ シ ス テ ム 運 用 期 間 ： 
2022年6月～2023年3月 

・研究同意医療機関：38機関 
（うち、レジストリ登録機関 11機関） 
・レジストリ登録数  102 
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（２）IgG抗体陽性率、IgM抗体陽性率と予防接種

状況の把握 
研究参加者の年齢分布は表5に示すとおりである。 

研究参加者に対する迅速キット検査結果から風

疹ウイルスの抗体保有状況をみると、過去の感染

又はワクチン接種を示すlgG抗体の陽性率は22%、

現在の感染を示唆するIgM陽性率は0%であった。 

風疹IgM抗体陽性者については、詳細分析のため

にペア血清の送付を依頼したが、研究期間に風疹I

gM抗体陽性者が確認されなかった。（図1） 
  
表5 研究参加者の年齢 

  
45 歳

以下 

46～50

歳以下 

51～55

歳以下 

56～60

歳以下 
合計 

患者数 
（人） 

15 22 37 28 102 

（％） 15% 22% 36% 27% 100% 

 

 

図1 迅速キット検査結果（n=102）  
IgG抗体保有状況 風疹IgM抗体保有状況 

 
 

 

風疹IgG抗体保有状況（年齢別） 

 

迅速キットで検査された結果を、当日中に結果

を説明した割合は96％、ワクチンを当日接種した

割合は59%、当日接種予約を行った割合は36%であ

り、95%が当日中に対応を行っていたことが確認で

きた（図2、図3）。 

 

図2 迅速キット検査後の対応 

当日の検査結果説明の有無（n=102） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 風疹IgG抗体陰性者への予防接種状況 

（n=80）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査日当日にワクチンが接種できなかった理由

としては、ワクチンの在庫がなかった（82%）とい

う理由が多い（図4）。 

 

図4 当日ワクチン接種ができなかった理由（n=33）

  

 
（３）自治体クーポン券の発行状況等の調査・分

析 

風疹第5期定期予防接種事業が延長された令和4

年度における各市区町村のクーポン券再発行状況

を調査した結果、全体の73％が再発行を行ってい

る。クーポン券を再発行した市区町村においては、

半数程度（563か所）が4月に再発行を行っている。

再発行を行っていない市区町村においては、過去

のクーポン券が継続的に利用できる旨をWebサイト

等で告知されている。 

また、クーポン券の発行と受診率には相関があ

ることが確認できた。具体的には、管内の市区町

村が再発行を実施していない割合の高い都道府県
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は、抗体検査請求割合（受診率）が低い傾向があ

り、再発行割合と抗体検査請求割合は相関係数

0.36で弱い正の相関がある。【別添2：自治体アン

ケート調査】 
 
Ｄ．考察 

本研究は風疹の予防接種を促進することを目的

として、同日中に風疹IgG抗体、風疹IgM抗体結果

が判明する迅速キットを用いて、風疹抗体検査を

実施し、同キットを用いた風疹第5期定期接種の普

及促進の可能性を検証した。 

研究参加医療機関等において登録された検査結

果のレジストリを分析すると、過去に風疹ウイル

スに感染したことがあるか、風疹ワクチンを受け

て免疫ができたかどうかを確認する風疹 IgG 抗体

の陰性率が 78%であった。風疹 IgG 抗体の陰性者

に対して、当日中に結果を説明した割合は 96％、

ワクチンの接種又は予約を行った割合は 95%（当

日接種 59%、当日接種予約 36%）であり、大部分

が当日中に対応を行っており、迅速キットによっ

て抗体検査から予防接種の一連の流れが単回受診

で完結する可能性を示唆する結果が確認できた。 
また、市区町村が風疹第 5 期定期予防接種事業

の延長について、対象者にクーポン券を再発行し

ていることと、受診率には相関があることも確認

できた。管内の市区町村が再発行を実施していな

い割合の高い都道府県は、抗体検査請求割合（受

診率）が低い傾向があり、再発行割合と抗体検査

請求割合は相関係数0.36で弱い正の相関がある。 

 
Ｅ．結論 

迅速キットによって抗体検査から予防接種の一

連の流れが単回受診で完結する可能性を示唆する

結果が確認できた。 

また、各都道府県の管内市区町村における風疹

第5期定期予防接種事業の対象者へのクーポン券の

個別郵送が、予防接種率と正の相関があることか

ら、郵送による周知の役割が大きいことが示唆さ

れた。 
 
Ｆ．研究発表 
1.  論文発表 
なし 

 2.  学会発表 
 なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（あれば記載） 
  （予定を含む。） 
1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし

 
                                             



11 
 

資料２  定量キットの判定基準表 
 

迅速キットによる検査結果で風疹IgM抗体が陽性であった対象者については、以下の測定キットを用いて、風疹HI抗体、風疹IgG抗体検査を実施し、検査

結果等をレジストリに登録を依頼した。依頼に先立ち、抗体価基準表の作成を行った。 
 

検査方法 測定キット名（製造販売元） 
風しん第５期の定期接種の対象となる

抗体価基準 
ペア血清による抗体

価の 
有意上昇の基準 

HI 法 
（赤血球凝集抑制法） 

風疹ウイルス HI 試薬「生研」 
（デンカ生研株式会社） 

1:8 以下（希釈倍率）  陽転もしくは

４倍以上の上

昇 R-HI「生研」 
（デンカ生研株式会社） 

1:8 以下（希釈倍率） 

EIA 法 
（酵素免疫法） 

ウイルス抗体 EIA「生研」ルベラ IgG 
（デンカ生研株式会社） 

6.0 未満（EIA 価） 

 陽転もしくは

２倍以上の上

昇 

エンザイグノスト B風疹/IgG 
(シーメンスヘルスケア・ダイアグノスティクス株式会社) 

15 未満（IU/ml） 
ELFA 法 

（蛍光酵素免疫法） 
バイダスアッセイキット RUB IgG 
（シスメックス・ビオメリュー株式会社） 

25 未満（IU/ml） 

CLEIA 法 
（化学発光酵素免疫法） 

アクセスルベラ IgG 
（ベックマン・コールセンター株式会社） 

20 未満（IU/ml） 
i-アッセイ CL 風疹 IgG 
（株式会社保健科学西日本） 

11 未満（抗体価） 

FIA 法 
（蛍光免疫測定法） 

BioPlex MMRV IgG 
(バイオ・ラッドラボラトリーズ株式会社) 1.5 未満（抗体価 AI

＊2
） 

BioPlex ToRC IgG 
(バイオ・ラッドラボラトリーズ株式会社) 

15 未満（IU/ml） 
CLIA 法 

（化学発光免疫測定法） 
Rubella-G アボット 
（アボットジャパン株式会社） 

15 未満（IU/ml） 
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1）HI法（赤血球凝集抑制法） 
 
検査キット：風疹ウイルスHI試薬「生研」（デンカ株式会社）（単位：希釈倍率） 
 キット検査基準 風しん第5期定期接種対象となる抗体価 ペア血清による有意上昇の基準 
検査基準 陰性：8未満／陽性：8以上 8以下 1回目陰性→2回目陽性(陽転）または 抗体価4倍以上上

昇 
 
 
  

  
2回目検査結果 

8未満 8＝ 16＝ 32＝ 64＝ 128＝ 256＝ 512＝ 1024＝ 2048以上 

1 

回

目

検

査

結

果 

 

 

8未満 

抗体価陰性：

第5期定期接

種対象 

※風疹IgM抗

体陽性は偽陽

性の可能性あ

り、国立感染

症研究所 ウ

イルス第三部

 / 感染症疫

学センター 

の詳細結果*1

 参照のこと 

抗体陽転：低抗

体価のため第5

期定期接種対象 

※2回目採血ま

での期間が短か

った場合、抗体

上昇の途中経過

を見ている可能

性はあるが、風

しんIgM抗体陽

性は偽陽性の可

能性もあり、国

立感染症研究所

 ウイルス第三

部 / 感染症疫

学センター の

詳細結果*1 参

照のこと 

抗体陽転：第5期定期接種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）として保健所へ届出 

8＝ 

抗体陰転：低

抗体価のため

第5期定期接

種対象 

抗体価不変：低

抗体価のため第

5期定期接種対

象 

抗体価不

変：第5期接

種対象外 

※詳細確認

が必要なた

め、再検査

をご検討く

ださい。必

要に応じて

研究班にご

相談くださ

い。 

抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）として保健所へ届出 
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2回目検査結果 

8未満 8＝ 16＝ 32＝ 64＝ 128＝ 256＝ 512＝ 1024＝ 2048以上 

1 

回

目

検

査

結

果 

 

 

16＝ 

抗体陰転：い

ずれかの検査

結果に疑義あ

り。 再検査

についてご検

討ください。 

○再検査実施

の場合：再検

査結果が８未

満あるいは８

＝の場合は、

低抗体価のた

め第5期定期

接種対象 

○再検査実施

なしの場合：

判定保留、必

要に応じて研

究班にご相談

ください。 

抗体価不変：低

抗体価のため第

5期定期接種対

象 

抗体価不変：第5期定期接種

対象外 

抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）として

保健所へ届出 

32＝ 

抗体価低下：い

ずれかの検査結

果に疑義あり。

 再検査につい

てご検討くださ

い。 

○再検査実施の

場合：再検査結

果が８未満ある

いは８＝の場合

は、低抗体価の

ため第5期定期

接種対象 

○再検査実施な

しの場合：判定

保留、必要に応

じて研究班にご

相談ください。 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 
抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症状が一つ以上あれば風しん（検査診

断例）として保健所へ届出 

64＝ 

いずれかの

検査結果に

疑義あり。 

再検査につ

いてご検討

ください。 

第5期接種対

象外 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 
抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症状*2 が一つ以上

あれば風しん（検査診断例）として保健所へ届出 

128＝ 

いずれかの

検査結果に

疑義あり。 

再検査につ

いてご検討

ください。 

第5期接種対

象外 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 

抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症

状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断

例）として保健所へ届出 

256＝ 

いずれかの検

査結果に疑義

あり。 再検

査についてご

検討くださ

い。 

第5期接種対

象外 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 

抗体価有意上昇：第5期定期

接種対象外、症状*2 が一つ

以上あれば風しん（検査診断

例）として保健所へ届出 

512＝ 
いずれかの検

査結果に疑義

あり。 再検

査についてご

検討くださ

い。 

第5期接種対

象外 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 

抗体価有意上

昇：第5期定

期接種対象

外、症状*2 

が一つ以上あ

れば風しん

（検査診断

例）として保

健所へ届出 

1024

以上 

いずれかの検

査結果に疑義

あり。 再検

査についてご

検討くださ

い。 

第5期接種対

象外 

第5期定期接種対象外、（最近風疹ウイルス

に感染した可能性あり） 

*1 詳細結果：⾵疹のHI抗体価と他法による抗体価の相関性および抗体価の読み替えに関する検討 https://www.niid.go.jp/niid/images/idsc/disease/rubella/Rubella-HItiter8_Ver4.pdf 

*2 風疹の届出基準：全身性の小紅斑や紅色丘疹、発熱、リンパ節腫脹 
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2）HI法（赤血球凝集抑制法） 
 
検査キット：R-HI「生研」（デンカ株式会社）（単位：希釈倍率） 
 キット検査基準 風しん第5期定期接種対象となる抗体価 ペア血清による有意上昇の基準 
検査基準 陰性：8未満／陽性：8以上 8以下 1回目陰性→2回目陽性(陽転）または 抗体価4倍以上上

昇 
 
 
  2回目検査結果 

  8未満 8＝ 16＝ 32＝ 64＝ 128＝ 256＝ 512＝ 1024＝ 2048以上 

1 

回

目

検

査

結

果 

 

 

8未満 

抗体価陰性：

第5期定期接

種対象 

※風疹IgM抗

体陽性は偽陽

性の可能性あ

り、国立感染

症研究所 ウ

イルス第三部

 / 感染症疫

学センター 

の詳細結果*1

 参照のこと 

抗体陽転：低

抗体価のため

第5期定期接

種対象 

※2回目採血

までの期間が

短かった場

合、抗体上昇

の途中経過を

見ている可能

性はあるが、

風疹IgM抗体

陽性は偽陽性

の可能性もあ

り、国立感染

症研究所 ウ

イルス第三部

 / 感染症疫

学センター 

の詳細結果*1

 参照のこと 

抗体陽転：第5期定期接種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）として保健所へ届出 

8＝ 

抗体陰転：低

抗体価のため

第5期定期接

種対象 

抗体価不変：

低抗体価のた

め第5期定期

接種対象 

抗体価不変：

第5期接種対

象外 

※詳細確認が

必要なため、

再検査をご検

討ください。

必要に応じて

研究班にご相

談ください。 

抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）として保健所へ届出 



15 
 

  2回目検査結果 

  8未満 8＝ 16＝ 32＝ 64＝ 128＝ 256＝ 512＝ 1024＝ 2048以上 

1 

回

目

検

査

結

果 

 

 

16＝ 

抗体陰転：い

ずれかの検査

結果に疑義あ

り。 再検査

についてご検

討ください。 

○再検査実施

の場合：再検

査結果が８未

満あるいは８

＝の場合は、

低抗体価のた

め第5期定期

接種対象 

○再検査実施

なしの場合：

判定保留、必

要に応じて研

究班にご相談

ください。 

抗体価不変：

低抗体価のた

め第5期定期

接種対象 

抗体価不変：第5期定期接種対

象外 

抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）として

保健所へ届出 

32＝ 

抗体価低下：

いずれかの検

査結果に疑義

あり。 再検

査についてご

検討くださ

い。 

○再検査実施

の場合：再検

査結果が８未

満あるいは８

＝の場合は、

低抗体価のた

め第5期定期

接種対象 

○再検査実施

なしの場合：

判定保留、必

要に応じて研

究班にご相談

ください。 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 
抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症状が一つ以上あれば風しん（検査

診断例）として保健所へ届出 

64＝ 

いずれかの検

査結果に疑義

あり。 再検

査についてご

検討くださ

い。 

第5期接種対

象外 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 
抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症状*2 が一つ以上

あれば風しん（検査診断例）として保健所へ届出 

128＝ 

いずれかの検

査結果に疑義

あり。 再検

査についてご

検討くださ

い。 

第5期接種対

象外 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 

抗体価有意上昇：第5期定期接種対象外、症

状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断

例）として保健所へ届出 

256＝ 

いずれかの検

査結果に疑義

あり。 再検

査についてご

検討くださ

い。 

第5期接種対

象外 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 

抗体価有意上昇：第5期定期

接種対象外、症状*2 が一つ

以上あれば風しん（検査診断

例）として保健所へ届出 

512＝ 
いずれかの検

査結果に疑義

あり。 再検

査についてご

検討くださ

い。 

第5期接種対

象外 

抗体価不変：第5期定期接種対象外 

抗体価有意上

昇：第5期定

期接種対象

外、症状*2 

が一つ以上あ

れば風しん

（検査診断

例）として保

健所へ届出 

1024

以上 

いずれかの検

査結果に疑義

あり。 再検

査についてご

検討くださ

い。 

第5期接種対

象外 

第5期定期接種対象外、（最近風疹ウイルス

に感染した可能性あり） 

*1 詳細結果：⾵疹のHI抗体価と他法による抗体価の相関性および抗体価の読み替えに関する検討 https://www.niid.go.jp/niid/images/idsc/disease/rubella/Rubella-HItiter8_Ver4.pdf 

*2 風疹の届出基準：全身性の小紅斑や紅色丘疹、発熱、リンパ節腫脹 
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3）EIA法（酵素免疫法） 
 
検査キット：ウイルス抗体EIA「生研」ルベラIgG（デンカ株式会社）（単位：EIA価） 
 キット検査基準 風しん第5期定期接種対象となる抗体価 ペア血清による有意上昇の基準 
検査基準 陰性：10未満／判定保留：10以上1

5未満／陽性：15以上 
25未満 1回目陰性→2回目陽性(陽転）または抗体価 2倍以上上

昇 
 
 

  

2回目検査結果 

キット陰性 

（10未満） 

キット本来の判定保留あるいは 

第5期定期接種対象の低抗体価 

（10以上25未満） 

第5期定期接種対象外の高抗体価 

（25以上） 

1 

回

目

検

査

結

果 

 

 

キット陰性 

（10未満） 

抗体価陰性：第5期定期接種対象 

※風しんIgM抗体陽性は偽陽性の可能性あり、国

立感染症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学

センター の詳細結果*1 参照のこと 

判定保留(10以上15未満の場合）：低抗体価のた

め第5期定期接種対象 

抗体陽転(15以上25未満の場合）：低抗体価のた

め第5期定期接種対象 

※2回目採血までの期間が短かった場合、抗体上

昇の途中経過を見ている可能性はあるが、風しん

IgM抗体陽性は偽陽性の可能性もあり、国立感染

症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学センター

 の詳細結果*1 参照のこと 

抗体陽転：第5期定期接種対象外、 

症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）

として保健所へ届出 

キット本来の判定

保留あるいは 

第5期定期接種対

象の低抗体価 

（10以上25未満） 

抗体陰転：低抗体価のため第5期定期接種対象 抗体価不変：低抗体価のため第5期定期接種対象 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

第5期定期接種対

象外の高抗体価 

（25以上） 

抗体陰転：いずれかの検査結果に疑義あり。 再

検査についてご検討ください。 

 ○再検査実施の場合：第5期定期接種対象の低

い抗体価（25未満）の場合、第5期定期接種対象 

 ○再検査実施なしの場合：判定保留、必要に応

じて研究班にご相談ください。 

低抗体価のため第5期定期接種対象。ただし、２

回目検査で抗体価の大幅な減少が見られるなど、

いずれかの検査結果に疑義がある場合には再検査

をご検討ください。 

※必要に応じて研究班にご相談ください。 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

*1 詳細結果：⾵疹のHI抗体価と他法による抗体価の相関性および抗体価の読み替えに関する検討 https://www.niid.go.jp/niid/images/idsc/disease/rubella/Rubella-HItiter8_Ver4.pdf 

*2 風疹の届出基準：全身性の小紅斑や紅色丘疹、発熱、リンパ節腫脹 
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4) EIA法（酵素免疫法） 
 
検査キット：バイダスアッセイキットRUB IgG（ビオメリュー・ジャパン株式会社）（単位：IU/ml） 
 キット検査基準 風しん第5期定期接種対象となる抗体価 ペア血清による有意上昇の基準 
検査基準 陰性：10未満／判定保留：10以上1

5未満／陽性：15以上 
25未満 1回目陰性→2回目陽性(陽転）または抗体価 2倍以上上

昇 
 
 

  

2回目検査結果 

キット陰性 

（10未満） 

キット本来の判定保留あるいは 

第5期定期接種対象の低抗体価 

（10以上25未満） 

第5期定期接種対象外の高抗体価 

（25以上） 

1 

回

目

検

査

結

果 

  

キット陰性 

（10未満） 

抗体価陰性：第5期定期接種対象 

※風しんIgM抗体陽性は偽陽性の可能性あり、国

立感染症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学セ

ンター の詳細結果*1 参照のこと 

判定保留(10以上15未満の場合）：低抗体価のため

第5期定期接種対象 

抗体陽転(15以上25未満の場合）：低抗体価のため

第5期定期接種対象 

※2回目採血までの期間が短かった場合、抗体上

昇の途中経過を見ている可能性はあるが、風しん

IgM抗体陽性は偽陽性の可能性もあり、国立感染

症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学センター 

の詳細結果*1 参照のこと 

抗体陽転：第5期定期接種対象外、 

症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）

として保健所へ届出 

キット本来の判

定保留あるいは 

第5期定期接種

対象の低抗体価 

（10以上25未

満） 

抗体陰転：低抗体価のため第5期定期接種対象 抗体価不変：低抗体価のため第5期定期接種対象 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

第5期定期接種

対象外の高抗体

価 

（25以上） 

抗体陰転：いずれかの検査結果に疑義あり。 再

検査についてご検討ください。 

 ○再検査実施の場合：第5期定期接種対象の低い

抗体価（25未満）の場合、第5期定期接種対象 

 ○再検査実施なしの場合：判定保留、必要に応

じて研究班にご相談ください。 

低抗体価のため第5期定期接種対象。ただし、２

回目検査で抗体価の大幅な減少が見られるなど、

いずれかの検査結果に疑義がある場合には再検査

をご検討ください。 

※必要に応じて研究班にご相談ください。 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

*1 詳細結果：⾵疹のHI抗体価と他法による抗体価の相関性および抗体価の読み替えに関する検討 https://www.niid.go.jp/niid/images/idsc/disease/rubella/Rubella-HItiter8_Ver4.pdf 

*2 風疹の届出基準：全身性の小紅斑や紅色丘疹、発熱、リンパ節腫脹 
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5) CLEIA法（化学発光酵素免疫法） 
 
検査キット：アクセスルベラIgG（ベックマン・コールセンター株式会社）（単位：IU/ml） 
 キット検査基準 風しん第5期定期接種対象となる抗体価 ペア血清による有意上昇の基準 
検査基準 陰性：10未満／判定保留：10以上1

5未満／陽性：15以上 
25未満 1回目陰性→2回目陽性(陽転）または抗体価 2倍以上上

昇 
 
 

  

2回目検査結果 

キット陰性 

（10未満） 

キット本来の判定保留あるいは 

第5期定期接種対象の低抗体価 

（10以上20未満） 

第5期定期接種対象外の高抗体価 

（20以上） 

1 

回

目

検

査

結

果 

  

  

キット陰性 

（10未満） 

抗体価陰性：第5期定期接種対象 

※風しんIgM抗体陽性は偽陽性の可能性あり、国

立感染症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学セ

ンター の詳細結果*1 参照のこと 

判定保留(10以上15未満の場合）：低抗体価のた

め第5期定期接種対象 

抗体陽転(15以上20未満の場合）：低抗体価のた

め第5期定期接種対象 

※2回目採血までの期間が短かった場合、抗体上

昇の途中経過を見ている可能性はあるが、風しん

IgM抗体陽性は偽陽性の可能性もあり、国立感染

症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学センター

 の詳細結果*1 参照のこと 

抗体陽転：第5期定期接種対象外、 

症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）

として保健所へ届出 

キット本来の判

定保留あるいは 

第5期定期接種

対象の低抗体価 

（10以上20未

満） 

抗体陰転：低抗体価のため第5期定期接種対象 抗体価不変：低抗体価のため第5期定期接種対象 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

第5期定期接種

対象外の高抗体

価 

（20以上） 

抗体陰転：いずれかの検査結果に疑義あり。 再

検査についてご検討ください。 

 ○再検査実施の場合：第5期定期接種対象の低い

抗体価（20未満）の場合、第5期定期接種対象 

 ○再検査実施なしの場合：判定保留、必要に応

じて研究班にご相談ください。 

低抗体価のため第5期定期接種対象。ただし、２

回目検査で抗体価の大幅な減少が見られるなど、

いずれかの検査結果に疑義がある場合には再検査

をご検討ください。 

※必要に応じて研究班にご相談ください。 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

 
*1 詳細結果：⾵疹のHI抗体価と他法による抗体価の相関性および抗体価の読み替えに関する検討 https://www.niid.go.jp/niid/images/idsc/disease/rubella/Rubella-HItiter8_Ver4.pdf 

*2 風疹の届出基準：全身性の小紅斑や紅色丘疹、発熱、リンパ節腫脹 
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6) FIA法（蛍光免疫測定法） 
 
検査キット：BioPlex MMRV IgG(バイオ・ラッドラボラトリーズ株式会社)（単位：抗体価AI） 
 キット検査基準 風しん第5期定期接種対象となる抗体価 ペア血清による有意上昇の基準 
検査基準 陰性：0.7以下／判定保留：0.8,0.

9／陽性：1.0以上 
1.5未満 1回目陰性→2回目陽性(陽転）または抗体価 2倍以上上

昇 
 
 

 

2回目検査結果 

キット陰性 

（0.7以下） 

キット本来の判定保留あるいは 

第5期定期接種対象の低抗体価 

（0.8以上1.5未満） 

第5期定期接種対象外の高抗体価 

（1.5以上） 

1 

回

目

検

査

結

果 

 

 

キット陰性 

（0.7以下） 

抗体価陰性：第5期定期接種対象 

※風しんIgM抗体陽性は偽陽性の可能性あり、国

立感染症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学

センター の詳細結果*1 参照のこと 

判定保留(0.8,0.9の場合）：低抗体価のため第5

期定期接種対象 

抗体陽転(0.8以上1.5未満の場合）：低抗体価の

ため第5期定期接種対象 

※2回目採血までの期間が短かった場合、抗体上

昇の途中経過を見ている可能性はあるが、風しん

IgM抗体陽性は偽陽性の可能性もあり、国立感染

症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学センター

 の詳細結果*1 参照のこと 

抗体陽転：第5期定期接種対象外、 

症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）

として保健所へ届出 

キット本来の判定

保留あるいは 

第5期定期接種対

象の低抗体価 

（0.8以上1.5未

満） 

抗体陰転：低抗体価のため第5期定期接種対象 抗体価不変：低抗体価のため第5期定期接種対象 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

第5期定期接種対

象外の高抗体価 

（1.5以上） 

抗体陰転：いずれかの検査結果に疑義あり。 

再検査についてご検討ください。 

 ○再検査実施の場合：第5期定期接種対象の低

い抗体価（1.5未満）の場合、第5期定期接種対

象 

 ○再検査実施なしの場合：判定保留、必要に応

じて研究班にご相談ください。 

低抗体価のため第5期定期接種対象。ただし、２

回目検査で抗体価の大幅な減少が見られるなど、

いずれかの検査結果に疑義がある場合には再検査

をご検討ください。 

※必要に応じて研究班にご相談ください。 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

*1 詳細結果：⾵疹のHI抗体価と他法による抗体価の相関性および抗体価の読み替えに関する検討 https://www.niid.go.jp/niid/images/idsc/disease/rubella/Rubella-HItiter8_Ver4.pdf 

*2 風疹の届出基準：全身性の小紅斑や紅色丘疹、発熱、リンパ節腫脹 
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7) FIA法（蛍光免疫測定法） 
 
検査キット：BioPlex ToRC IgG(バイオ・ラッドラボラトリーズ株式会社)（単位：IU/ml） 
 キット検査基準 風しん第5期定期接種対象となる抗体価 ペア血清による有意上昇の基準 
検査基準 陰性：7以下／判定保留：8～9／陽

性：10以上 
15未満 1回目陰性→2回目陽性(陽転）または抗体価 2倍以上上

昇 
 
 

 

2回目検査結果 

キット陰性 

（7以下） 

キット本来の判定保留あるいは 

第5期定期接種対象の低抗体価 

（8以上15未満） 

第5期定期接種対象外の高抗体価 

（15以上） 

1 

回

目

検

査

結

果 

  

  

キット陰性 

（7以下） 

抗体価陰性：第5期定期接種対象 

※風しんIgM抗体陽性は偽陽性の可能性あり、国

立感染症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学

センター の詳細結果*1 参照のこと 

判定保留(8～9の場合）：低抗体価のため第5期定

期接種対象 

抗体陽転(10以上15未満の場合）：低抗体価のた

め第5期定期接種対象 

※2回目採血までの期間が短かった場合、抗体上

昇の途中経過を見ている可能性はあるが、風しん

IgM抗体陽性は偽陽性の可能性もあり、国立感染

症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学センター

 の詳細結果*1 参照のこと 

抗体陽転：第5期定期接種対象外、 

症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）

として保健所へ届出 

キット本来の判定

保留あるいは 

第5期定期接種対

象の低抗体価 

（8以上15未満） 

抗体陰転：低抗体価のため第5期定期接種対象 抗体価不変：低抗体価のため第5期定期接種対象 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

第5期定期接種対

象外の高抗体価 

（15以上） 

抗体陰転：いずれかの検査結果に疑義あり。 

再検査についてご検討ください。 

 ○再検査実施の場合：第5期定期接種対象の低

い抗体価（15未満）の場合、第5期定期接種対象 

 ○再検査実施なしの場合：判定保留、必要に応

じて研究班にご相談ください。 

低抗体価のため第5期定期接種対象。ただし、２

回目検査で抗体価の大幅な減少が見られるなど、

いずれかの検査結果に疑義がある場合には再検査

をご検討ください。 

※必要に応じて研究班にご相談ください。 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

*1 詳細結果：⾵疹のHI抗体価と他法による抗体価の相関性および抗体価の読み替えに関する検討 https://www.niid.go.jp/niid/images/idsc/disease/rubella/Rubella-HItiter8_Ver4.pdf 

*2 風疹の届出基準：全身性の小紅斑や紅色丘疹、発熱、リンパ節腫脹 

 
 



21 
 

8) CLIA法（化学発光免疫測定法） 
 
検査キット：BioPlex ToRC IgG(バイオ・ラッドラボラトリーズ株式会社)（単位：IU/ml） 
 キット検査基準 風しん第5期定期接種対象となる抗体価 ペア血清による有意上昇の基準 
検査基準 陰性：0.0～4.9／判定保留：5.0～

9.9／陽性：10.0以上 
15未満 1回目陰性→2回目陽性(陽転）または抗体価 2倍以上上

昇 
 
 

 

2回目検査結果 

キット陰性 

（0.0～4.9） 

キット本来の判定保留あるいは 

第5期定期接種対象の低抗体価 

（5.0～15未満） 

第5期定期接種対象外の高抗体価 

（15以上） 

1 

回

目

検

査

結

果 

キット陰性 

（0.0～4.9） 

抗体価陰性：第5期定期接種対象 

※風しんIgM抗体陽性は偽陽性の可能性あり、国

立感染症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学

センター の詳細結果*1 参照のこと 

判定保留(5.0～9.9の場合）：低抗体価のため第5

期定期接種対象 

抗体陽転(10.0以上15未満の場合）：低抗体価の

ため第5期定期接種対象 

※2回目採血までの期間が短かった場合、抗体上

昇の途中経過を見ている可能性はあるが、風しん

IgM抗体陽性は偽陽性の可能性もあり、国立感染

症研究所 ウイルス第三部 / 感染症疫学センター

 の詳細結果*1 参照のこと 

抗体陽転：第5期定期接種対象外、 

症状*2 が一つ以上あれば風しん（検査診断例）

として保健所へ届出 

キット本来の判定

保留あるいは 

第5期定期接種対

象の低抗体価 

（5.0～15未満） 

抗体陰転：低抗体価のため第5期定期接種対象 抗体価不変：低抗体価のため第5期定期接種対象 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

第5期定期接種対

象外の高抗体価 

（15以上） 

抗体陰転：いずれかの検査結果に疑義あり。  

再検査についてご検討ください。 

 ○再検査実施の場合：第5期定期接種対象の低

い抗体価（15未満）の場合、第5期定期接種対象 

 ○再検査実施なしの場合：判定保留、必要に応

じて研究班にご相談ください。 

低抗体価のため第5期定期接種対象。ただし、２

回目検査で抗体価の大幅な減少が見られるなど、

いずれかの検査結果に疑義がある場合には再検査

をご検討ください。 

※必要に応じて研究班にご相談ください。 

2回目/1回目＜2：第5期定期接種対象外 

2回目/1回目≧2：抗体価有意上昇、第5期定期接

種対象外、症状*2 が一つ以上あれば風しん（検

査診断例）として保健所へ届出 

*1 詳細結果：⾵疹のHI抗体価と他法による抗体価の相関性および抗体価の読み替えに関する検討 https://www.niid.go.jp/niid/images/idsc/disease/rubella/Rubella-HItiter8_Ver4.pdf 

*2 風疹の届出基準：全身性の小紅斑や紅色丘疹、発熱、リンパ節腫脹 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
 

分担研究報告書 
 

風疹第５期定期接種受託医療機関における遠心機保有状況調査 
 

研究分担者 多屋 馨子 神奈川県衛生研究所 所長 

研究協力者 大崎 芳彦  神奈川県衛生研究所管理課 

研究協力者 最上恵美子  神奈川県衛生研究所管理課 副主幹 

研究協力者 大屋日登美 神奈川県衛生研究所企画情報部衛生情報課 課長 

研究協力者 関戸 晴子  神奈川県衛生研究所企画情報部 部長 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ．研究目的 
(背景) 2022 年 11 月までに第 5 期風疹抗体検査

を受検したのは対象男性人口の 28.6％、予防接種

を受けたのは対象男性人口の 6.2％と少なく、第 5
期風疹定期接種の接種率を向上させる必要があ

る。 
対象男性への利便性を高めるために、風疹イム

ノクロマト法迅速キット(以下、迅速キット)が開

発され市販されたことから、本迅速キットを活用

した風疹第 5 期定期接種の促進が可能かについて

検討することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 迅速キットは血清5μLで、風疹IgG抗体、風疹I
gM抗体の有無を検査可能で、採血から結果判明ま
で最短１時間である。そのため、IgG陰性、IgM
陰性の場合には、当日中に第5期風疹定期接種が可
能となる。しかしながら、迅速キットは使用する
検体が血清であることから、医療機関に血清の遠
心分離機が必要である。そこで、厚生労働省のウ

エブサイト（風しんの追加的対策）に、公表され
ている「風しん第５期定期接種受託医療機関」の
うち、３自治体4,890医療機関を対象に遠心分離機
保有状況調査を行った。 
 
Ｃ．研究結果 
 4,890医療機関のうち、宛所不明で返却された医
療機関は41で、閉院医療機関は2であった。これ
ら43医療機関を除く4,847医療機関のうち、1,221
医療機関から回答があり、回答率は25.2％であっ
た。 
遠心分離機を保有していたのは322医療機関（2

6.4％）で、遠心機ありと回答があった322医療機
関のうち、本研究班に調査協力可能と回答があっ
た医療機関は134医療機関で、全体の11.0％であ
った(表)。 

 
 
 
 
 
 

研究要旨 

2022 年 11 月までに第 5 期風疹定期接種前抗体検査を受検したのは対象男性人口の

28.6％、予防接種を受けたのは対象男性人口の 6.2％と少なく、第 5 期風疹定期接種の接

種率を向上させる必要がある。対象男性への利便性を高めるために、風疹イムノクロマト

法迅速キット(以下、迅速キット)が開発され、市販されたことから、迅速キットを活用し

た風疹第 5 期定期接種の促進が可能かについて検討した。迅速キットは血清 5μL で、風

疹 IgG 抗体、風疹 IgM 抗体の有無を検査可能で、採血から結果判明まで最短１時間のた

め、当日中に必要な人に弱毒生麻しん風しん混合ワクチン（以下、MR ワクチン）の接種

が可能となる。しかしながら、迅速キットは使用する検体が血清であることから、医療機

関に血清の遠心分離機が必要である。そこで、厚生労働省のウエブサイト（風しんの追加

的対策）に、公表されている「風しん第５期定期接種受託医療機関」のうち、３自治体

4,890 医療機関を対象に遠心分離機保有状況調査を行った。その結果、宛所不明で返却さ

れた 41 医療機関、閉院した 2 医療機関を除く 4,847 医療機関のうち、1,221 医療機関から

回答があり、回答率は 25.2％であった。このうち、遠心分離機を保有していたのは 322 医

療機関（26.4％）であった。また、第５期風疹定期接種前の抗体検査として実施可能と回

答のあった医療機関は 134 医療機関で回答があった医療機関の 11.0％であった。実施困難

な理由として、医療機関の多忙、人員不足、煩雑等の意見が寄せられた。 
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表 遠心機保有状況調査結果 

  
本調査への協力について、フリー記載で意見を

求めたところ、困難な理由として、下記が挙げら
れた。 
 遠心分離機がない（複数） 
 人手不足（複数） 
 多忙（複数） 
 COVID-19対策、COVID-19ワクチン接種等で

多忙（複数） 
 対象者がほとんどいない（複数） 
 迅速は魅力的だが、遠心の手間が大変（複数） 
 抗体価の結果は電話連絡し、ワクチン接種必

要な方には、ワクチンを準備してから来院し
ていただき、2回来院で済むようにしている
（複数） 

 結果を1時間待つ人は稀、単回受診で済ませ
るのは困難 

 煩雑なことはできない 
 陰性になっても予防接種が実施できない（抗

体検査のみ受託） 
 ワクチンを沢山在庫している医院や、小児科

併設で小児のワクチンを在庫しているところ
はメリットがある 

 問診票の内容が煩雑で、簡単に受けられるよ
う記入もしやすいよう変えてほしい 
 

Ｄ．考察 
 迅速キットは被験者にとっては利便性があるが、
医療機関にとっては遠心分離機がない、人手不足、
COVID-19の流行で外来診療が多忙等の理由で、調
査協力医療機関を見つけることが困難であった。 
 COVID-19の流行が落ち着いて、遠心分離機を保
有する医療機関の協力が得られれば、迅速キット
を用いた第5期風疹定期接種の促進は可能と考えら
れた。 
しかしながら、民間の検査機関に抗体検査を依

頼する場合、医療機関で抗体検査を実施する必要
はない一方で、被験者にとっては、結果の判明が
数日後となり、抗体陰性の場合、再度医療機関を
受診してワクチン接種を受ける必要があり、被験
者への負担が大きい。医療機関にとっては、採血
後、自施設で血清の遠心分離ならびに抗体検査を
実施することになるため、医療機関でのマンパワ
ーが必要となる。 
現在、迅速キットの費用はHI法,LTI法と同額

（保健所で行う場合790円、健診等の機会に行う場
合税込1,419円、月～金曜日午前8時から午後6時ま
での間、または土曜日午前8時から正午までの間に
医療機関を受診して行う場合(休日を除く)税込5,42
3円、上記以外の時間に医療機関を受診して行う場
合、税込5,973円のため、医療機関への事務負担、
労力負担を考慮した価格設定が必要と考えられた。 
 
Ｅ.  結論 
 風疹第5期定期接種受託医療機関のうち、遠心分
離機を保有していたのは26.4％であった。研究対
象期間がCOVID-19の流行期間に重なり、医療機
関が多忙であったことから、協力可能な医療機関
が少なかった。 
 
Ｆ.  研究発表 

1.  論文発表 
1) 多屋 馨子, 岡田 賢司, 久保田 恵巳, 城 青衣, 

菅原 美絵, 津川 毅, 並木 由美江, 東 健一, 三
沢 あき子, 渡邉 久美, 日本小児保健協会予防
接種・感染症委員会. 感染症・予防接種レ
ター(第92号) 風疹第5期定期接種が3年間
延長されました. 小児保健研究. 81(3): 315-3
16, 2022. 

2) 多屋 馨子.【おとなのワクチンUpdate】ワク
チン情報アップデート 風しん.治療. 104
(7): 842-845, 2022. 

3) 三輪(中村)晴奈, 多屋 馨子. VPD(ワクチンで
予防可能な疾患)について. 感染と消毒. 29
(1): 13-18, 2022. 

4) 森野 紗衣子, 多屋 馨子.【発熱をもう一度考
える】発熱と疾患 発疹を伴うウイルス感
染症にまつわる発熱. 小児看護. 45(4): 399-4
06, 2022. 

5) 多屋 馨子.【成人が必要とするワクチン-生
涯を通した予防接種の重要性】成人を予防
する代表的なワクチン 成人への任意接種
 風疹ワクチン. Medicina. 59(3): 537-541, 20
22. 

 
2.  学会発表 
1) 多屋馨子：Life-course Immunizationの実現に

向けて「生涯を通して、必要な時に必要な
ワクチンが接種できる仕組み」の重要性 
現役ミドル世代のワクチン(MRワクチン).第
81回日本公衆衛生学会総会. 2022年10月、山
梨県甲府市 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 

1. 特許取得 
 該当なし 
2. 実用新案登録 
 該当なし 
3.その他 
 該当なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
 

分担研究報告書 
 

風疹IgGおよびIgM同時検出イムノクロマト法迅速キットのIgM特異性に関する研究 
 

研究分担者 森 嘉生 国立感染症研究所ウイルス第三部 室長 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ．研究目的 
 厚生労働省は、風しんの追加的対策として、抗

体保有率が低い昭和 37 年４月２日～昭和 54 年４

月１日生の男性を予防接種法に基づく定期接種の

対象とし、原則無料で風しん抗体検査及び陰性者

への定期接種を実施したが、令和元年からの３年

間では当初目標を大きく下回った。令和 3 年 12 月

17 日に本事業の 2024 年度末までの延長が承認さ

れたが、対象者が抗体検査ならびにワクチン接種

を受ける割合をより向上させることが喫緊の課題

となる。 
 これまでは抗体検査を受けた後、検査結果が出

るまでに数日かかることから、対象者はワクチン

接種を受けるためには、複数回医療機関に出向く

などの対応が必要であった。アボット社イムノク

ロマト法（ICA）迅速キット（バイオラインルベ

ラ IgG/IgM）は採血当日に医療現場で即日結果が

判明するため、対象者の利便性を向上させるツー

ルとして有用と考えられ、令和 4 年度において

は、一部の医療機関において試験運用が行われる

こととなった。ただし、この ICA 迅速キットは、

風疹第５期定期接種事業で測定が必要な風疹 IgG
抗体だけでなく、風疹 IgM 抗体も同時に検出され

る。風疹 IgM 抗体陽性は、風疹罹患の可能性を示

唆する検査結果であり、診療によって風疹罹患の

診断が行われる必要がある。一方で、IgM 偽陽性

や、長期にわたる低値 IgM 抗体陽性例も報告され

ており、この ICA 迅速キットで見られる風疹 IgM
抗体陽性がどの様な原因で生じることが多いかを

検証することは、本キットを事業に本格導入する

にあたって評価する必要がある。そのため、試験

運用期間中に登録医療機関において ICA 迅速キッ

トによって IgM 抗体が陽性と判定された検体を収

集し、その原因を精査することとした。さらに得

られた情報から、実際の運用における精査スキー

ムの提案を行うことを目的とした。 
試験運用期間中に複数の登録医療機関から、ICA
迅速キットの風疹 IgG 抗体の感度が低い可能性が

あるとの指摘をうけた。令和 4 年 1 月 16 日に実施

された第３回班会議において、本キットの風疹

IgG 抗体検出感度について精査の必要があるとの

結論に達し、急遽、風疹 HI抗体価および IgG 抗

体価の判明している健常成人血清パネルを用い

て、本キットによる風疹 IgG 抗体検出感度の評価

を実施した。 
 
Ｂ．研究方法 
１）ICA迅速キットによる風疹IgM抗体陽性の精査
と 精 査 ス キ ー ム の 構 築 
実際に登録医療機関で風疹IgM抗体が陽性だった
残検体を収集し、追加試験を実施することで、陽
性の原因を推定する。追加で２〜４週後の血清検
体が得られた場合にはこれも用いる。実施する試
験は、１）風疹IgM抗体価測定、２）風疹IgGAvidi
ty検査、３）ペア血清の風疹IgG抗体価測定とした。
得られた情報から適切かつ実用可能な精査スキー
ムの構築を行う。 
２）ICA迅速キットの風疹IgG抗体検出に関する性
能評価 
2017年〜2020年に採取された272検体からなる健常
成人血清パネルをICA迅速キット（ロット07BDH0
01A）で測定した。検査はキットの添付資料に従
い実施し、２名の目視によって判定を実施した。
本結果を測定済みの風疹HI抗体価ならびに風疹Ig
G抗体価の結果との比較解析を行なった。本パネ

研究要旨 
風疹抗体検出イムノクロマト法（ICA）迅速キットは、ワクチン接種の基準となる風疹IgG抗体に加
え、風疹IgM抗体も検出される。健常人を対象とする風疹第５期定期接種事業において、風疹IgM
抗体がどの様な原因で、どの程度の頻度で生じるかを把握することは、本キットを風疹第５期定期
接種事業で活用が可能かを判断する上で、重要な判断材料となる。本研究ではICA迅速キットで
風疹IgM抗体陽性だった場合を想定し、原因究明するための抗体検査スキームをデザインした
が、登録医療機関での検査においては風疹IgM陽性が認められず、検体を収集し精査することが
できなかった。一方で複数の登録医療機関においてICA迅速キットの風疹IgG抗体の検出感度が
低いことが疑われる事象が見られたことから、ICA迅速キットの風疹IgG抗体の検出感度の性能調
査を、健常成人血清パネルを用いて実施した。その結果、第５期定期接種の基準となる風疹HI抗
体価または風疹IgG抗体価を保有している検体の24.6%-29.0%しか本ICA迅速キットで陽性となら
ず、少なくとも今回検査に用いたロットについては、第５期定期接種の接種対象を十分に評価する
ことはできないことが示された。本ICA迅速キットを第５期定期接種の抗体検査や診断の補助等に
用いるためには、風疹IgG抗体の検出感度が十分になかったことの原因究明が必要であると考え
る。 
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ルは表１の体外診断用医薬品で値付けされている。 
 

（倫理面への配慮） 
ICA迅速キットによる風疹IgM抗体陽性の精査と精
査スキームの構築については、第５期定期接種の
抗体検査で使用された残血清と、風疹IgM抗体陽
性だった際に後日採取され、医療機関で検査され
た残血清を使用することから本研究で新たに採血
を行うことはない。個人情報は医療機関からレジ
ストリに登録された情報のみを使用し、個人を特
定できる情報は収集しない。本研究は国立感染症
研究所人を対象とする生命科学・医学系研究倫理
審査委員会において承認された上で実施された
（受付番号1378）。 
健常成人血清パネルを使用したICA迅速キットの
風疹IgG抗体検出感度の性能評価では、風疹抗体測
定体外診断薬の性能評価のために整備された血清
を使用した。血清パネルの整備ならびに性能評価
は国立感染症研究所人を対象とする生命科学・医
学系研究倫理審査委員会において承認された上で
実施された（受付番号1092）。 
 
Ｃ．研究結果 
１）ICA迅速キットによる風疹IgM抗体陽性の精査
と精査スキームの構築 
本研究期間を通じてICA迅速キットで風疹IgM抗体
陽性となる検体は存在せず、非特異反応による偽
陽性の割合は高くないことが示唆された。風疹Ig
M抗体陽性検体がなかったことから、検体を収集
しての精査は行うことができず、精査スキームの
確立はできなかった。IgM抗体が陽性となる原因
としては、（１）最近の風疹罹患もしくは風疹含
有ワクチン接種による急性反応、（２）長期風疹I
gM抗体の持続的陽性、（３）偽陽性が想定される。
実際に風疹IgM抗体が陽性だった場合には、（１）
が原因で陽性となった場合は、風疹IgM抗体価が
高値となりやすい。ペア血清では風疹IgGの陽転も
しくは抗体価の有意上昇が見られ、初感染の場合
にはIgGアビディティは低値となることが想定され
る。（２）が原因で陽性となった場合は、風疹Ig
M抗体価は低値であることが多く、ペア血清でIgG
抗体価の有意変動は無く、IgGアビディティは高値
となる。（３）が原因の場合は、他のIgMキット
で陰性となるなど、検査間で判定の相違が生じる
ことが想定される。上記のような基準で精査する
のが良いと考えられた。 
２）ICA迅速キットの風疹IgG抗体検出に関する性
能評価 
健常成人血清パネル272検体のうち266検体につい
て、ICA迅速キットで風疹IgG抗体の検出を行なっ
た。その結果、風疹IgG抗体陰性と判定されたのは
204検体、陽性は62検体であった（表２）。第５期
定期接種において接種対象となるHI抗体価（8未満
および8）を示した検体のうち、ICA迅速キット陰

性であったのは100％(14/14)であった一方、非対象
のHI抗体価（16以上）を示した検体のうち、ICA
迅速キット陽性であったのは、24.6%（62/252）で
あった。他の風疹IgG抗体測定キットで測定した場
合の第５期定期接種の接種基準で比較した場合も
ほぼ同様の結果が得られた（表３）。 
 

HI抗体価とICA迅速キットの判定との関係を検討
したところ、HI抗体価32以下では陽性になる検体
はなかった（図）。HI抗体価が高値になるに従い
陽性率が増加し、HI抗体価256の検体でようやく5
0%以上の検体が陽性となった。これらのことから、
ICA迅速キット（ロット07BDH001A）は、第５期
定期接種の接種基準を判定するには、抗風疹IgG抗
体に対する十分な感度がないことが示唆された。
本ICA迅速キットを第５期定期接種の抗体検査や
診断の補助等に用いるためには、風疹IgG抗体の検
出感度が十分になかったことの原因究明が必要で
あると考える。 
 
Ｄ．研究発表 

1.  論文発表 
該当なし 
2.  学会発表 
該当なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
 
Ｅ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 

1. 特許取得 
 該当なし 
2. 実用新案登録 
 該当なし 
3.その他 
 該当なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

 
分担研究報告書 

 
風しんイムノクロマト法迅速キットの活用に関する研究 
（医療機関における運用上の課題と利便性の検討） 

 
研究分担者 森野 紗衣子 国立感染症研究所感染症疫学センター 主任研究官 
研究協力者 森 嘉生   国立感染症研究所ウイルス第三部 第三室室長 
研究協力者 多屋 馨子   神奈川県衛生研究所 所長 

 
研究要旨 風しんイムノクロマト法迅速キットを活用して風疹第5期定
期接種に基づく抗体検査からワクチン接種までを単回受診で完了する
運用について、実際の運用に携わられた医療従事者を対象に運用上の
課題と対策、実現可能性と利便性についてオンラインアンケートを実
施した。41名から回答が得られ、総じて医療従事者にとって一定の業
務負担と、受検者の待機時間が生じるものの、比較的持続可能性があ
るとの意見の割合が多く、風疹第5期定期接種対象者の利便性向上に寄
与する可能性が示唆された。制度、検査に関する周知と各施設におけ
る運用マニュアルの作成が運用定着、課題解消の一助となる可能性が
ある。ただし、遠心機を有する施設での利用に限られ、ワクチンの備
蓄に関しては引き続きの課題である。また、アンケートにおいて対象
者への検査から接種までの流れに関する説明用資材の希望が多く寄せ
られたことからイラスト入り資料を作成した。 

 
Ａ．研究目的 
近年、国内における風疹流行の中心は成人、特

に風疹第5期定期接種対象世代をはじめとした成
人男性となっており、この世代の風疹抗体保有状
況の向上は今後の国内風疹流行予防に重要である。 
風疹第5定期接種制度では、これまで風疹含有

ワクチンの定期予防接種機会がなかった1962年4
月2日～1979年4月1日生まれの男性を対象として、
風疹抗体価測定を前置し、風疹HI抗体価1:8以下
相当の低抗体価の場合に、麻疹風疹混合ワクチン
を1回定期接種として接種を可能とする制度であ
る。風疹抗体価測定、接種ともに公費でまかなわ
れる。2019年2月に開始され、2025年3月までの
期間に限定して実施されている。しかし、2022 
年3月までに抗体検査、予防接種を受けた人は、
それぞれ対象男性人口の26.1%、5.6%であった
（国立感染症研究所 風疹に関する疫学情報：20
22年 5 月 18日現在より）。 
本制度の活用促進のためには、対象者が風疹抗

体検査、ワクチン接種を受けやすい環境整備と利
便性向上が望まれる。本研究では風疹イムノクロ
マト法迅速キットを用いた抗体検査と結果説明、
必要に応じた麻疹風疹混合ワクチン接種までを単
回受診（健診時等）で完結する環境構築を検証し、
実際の運用業務に携わられた現場の医療従事者の
ご意見から、運用における課題を明らかにし、よ
り受診しやすい環境整備に向けた対応の工夫、利
便性に関する検討と情報提供を目的とした。この

研究成果を通じて、風疹第5期定期接種制度活用
の促進、さらには国内風疹対策につなげることを
目指した。 

 
Ｂ．研究方法 
医療従事者を対象としてオンラインアンケート

調査を実施した。 
 
実施期間：研究期間中に全 2 回を設定し実施した。 
第 1 回：2022 年 12 月 16 日～12 月 27 日（回答
予備期間として 2023 年 1 月 10 日まで延長）         
第 2 回：2023 年 2 月 2 日～2 月 15 日 
 
 第 1 回は迅速キットを用いた運用開始後より初
期の状況把握、第 2 回は研究機関全体を通しての
評価を意図とした。 
 
調査対象：アボット社イムノクロマト法（ICA）
迅速キット「風疹ウイルス免疫グロブリン G キッ
ト／風疹ウイルス免疫グロブリン Mキット「バイ
オライン ルベラ IgG/IgM」（以下、迅速キット）
（令和 3年 10月承認）を用いた風疹第 5期定期接
種制度に基づく抗体検査を実施する本研究班協力
医療機関の実業務に従事しておられる医療従事者
（総務担当職員，医事業務担当職員，検査技師，
薬剤師，看護師，医師）を対象とした。 
対象者数は施設ごとに、各職種 目標 2 名以上，

最大 8 名と設定した。なお、総務部門は基本情報
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が設問の主項目となるため各施設 1 名以上とした。 
 
アンケート実施時期により、第 1 回は調査期間

開始時点で研究協力医療機関のうち、迅速キット
購入済の施設のみを対象とした。第 2 回は全施設
を対象として行った。 
 
調査方法：オンライン方式の質問票を用いた。施
設代表者を通じて研究班から配布した個別 ID と
パスワードを用いて専用のWebページへ対象者本
人がアクセスしログインの上、アンケートの設問
に回答いただく形式とした。アンケートは無記名
で行い、回答結果は研究班のアンケートシステム
管理および解析担当者のみが閲覧可能とすること
で匿名性を保持した。 
 
調査項目： 
1．回答者背景・施設情報 
2．導入の動機と準備の状況（迅速キット導入の
動機，準備・体制変化，必要としたコスト） 
3．運用の懸念点と対策（導入時点での懸念点と
時間経過による変化・対策） 
4．実際の運用方法と各業務別課題（検査受付、
対象者への説明、検査、ワクチン接種をめぐる課
題点の抽出） 
5．迅速キット導入による受検者（風疹第 5 期定
期接種対象者）の利便性、医療従事者における持
続可能性、負担の程度，メリット・デメリットに
関する意見 
 なお、第 2 回実施期間はキット未購入の施設に
おいても項目 1ならびに項目 3．（運用にあたって
の懸念点）、項目 5 に関する設問に関してアンケ
ート参加を依頼した。 
 
Ｃ．研究結果 
1. 回答者背景・施設情報 
 全 2 回のアンケートに 10 施設 41 名（うち 1 施
設 1 名は迅速キット未購入施設）の回答が得られ
た。なお、7 名は 2 回ともアンケートに参加いた
だいた。後述する集計において重複する設問の選
択項目については第 2 回の回答状況を反映した。 
職種の内訳は看護職員 17 名（42.5%）、医事業

務担当職員 14 名（35%）が多かった。総務専任
職員、薬剤師の参加はなかったが、回答者全体で
風疹第 5 期定期接種にまつわる業務に対して網羅
的に関与されていた。なお、回答者のうち 29 名
（72.5%）は 1 か月以上継続して業務を担当され
ていた（資料３：スライド 1）。 
 
2．導入の動機と準備の状況 
 迅速キット導入決定に関与した方を対象とした
導入の決定要因の設問には、「風疹第 5 期定期接
種制度の重要性」との回答が最多、次いで「検査
が自施設で完結できる」が挙げられていた（資料

３：スライド 2）。 
導入の準備期間は「特に必要がなかった」との

回答が約半数（52.5%）で、ほか概ね2週間～2か
月の範囲であった（資料３：スライド 3）。 
準備内容は「試薬・消耗品の購入」のほか、

「対応マニュアル作成」、「手技・運用方法の模擬
検討」「部門横断的ミーティング」などがそれぞ
れ 25%以上の回答者から挙がった。これらは、
“準備しておいてよかった”、“準備しておけると
よかった”準備内容の回答と一致していた（資料
３：スライド 4）。 

17%（5/29 名）で導入時のコストが「ややあっ
た」と回答し、その内容として「知識・手技取得
のための時間・負荷」、「余剰キットによる損失」、
次いで「遠心機の購入」とする回答が複数あった
（資料３：スライド 6）。 

 
 
3．運用の懸念点と対策 
導入時の懸念された点として、最も多く挙げら

れたのは、「新規検査キットの使用感、結果解釈」
（42.5%）であった。しかしこの項目をアンケー
ト回答時点での課題点とした回答者は、7.5％と
減少していた。これに次ぐ導入時の懸念点であり、
かつ、回答時点での課題点や運用に支障をきたし
ている点として 10%（4 名）以上から挙げられた
項目は、「受検者への説明」「受診者の待ち時間」、
さらに「医療事務処理の煩雑化」、「需要の見込み」
「ワクチンの備蓄」に関するものであった（資料
３：スライド 5）。 
これらの課題に対する改善策、もしくは実際に

改善に至った経緯については、共通して「運用方
法に慣れるための時間／運用方法の定着」、「受診
者数の増加／受診者数がある程度想定可能となっ
た」が挙げられた。当初懸念していたが「実際に
は大きな影響にはならずに済んだ」との回答も
32.5%（13 名）あった。 
業務への負担については「とても増えた」「ど

ちらかというと増えた」の回答が 55%（22 名）
と過半数に上った（資料３：スライド 6）。 
 
4．実際の運用方法と各業務別課題 
 検査手技に関しては、検体処理・手技を含めた
迅速キットの使用感の設問（検査担当者 19 名の
回答）では、「簡易に／比較的簡易に使用できた」
と「不便／比較的不便であった」で二分し、その
他の回答を含めると不便寄りの回答が多い結果と
なった。不便な点の詳細は、14 名（74%）の回答
者が血清の採取・滴下に用いる迅速キット付属の
キャピラリーチューブの使用感を挙げた。また目
視判定に不安があったとの回答もあった。 
 
ワクチン接種に関する課題として最も多かった

のは、「接種の準備・人員確保のため待ち時間が
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発生する」21%、次いで「必要時にワクチンが不
足したことがあった」8%であった。ワクチンの
備蓄に関連して、「ワクチン在庫分が使用期限切
れとなったことがあった」「使用期限が短いため
に在庫は抱えられない」という回答もあった（資
料３：スライド 7）。 
これに呼応する形で、当日のワクチン接種につ

いて、当日接種数上限に影響する要因はワクチン
の在庫数との回答が最多であった（資料３：スラ
イド 8）。 

 
検査の申込期限について（回答者 16 名）は、

「健診・外来受診終了時まで」との回答が最も多
く（33%）、ほか、「健診・外来予約時まで」「当
日受付時まで」が次点でそれぞれ 19%であった。
申込期限を規定している要因としては、体制、準
備、ワクチン準備、検体保管期間、予約状況等、
多岐にわたった（資料３：スライド 9）。 

 
さらに検査説明に関しては多くが口頭で説明機

会を設けていると回答された。迅速キットを用い
た場合同日中に検査結果説明と必要であればワク
チン接種／接種予約が可能であることが主な説明
内容であり、「検査からワクチン接種までの流れ」
の資料があると対象者への説明にあたって便利で
あるとの回答が 88%（35 名）からあった（資料
３：スライド 10）。 
 
5．迅速キット導入による受検者の利便性、医療
従事者における持続可能性、負担の程度，メリッ
ト・デメリットに関する意見 
 
単回受診に関して「受検者の利便性あり」「医

療従事者にとって実現可能性・継続性あり」との
回答は各々90%、78%と高い割合であった。 
迅速キットが IgG 抗体のみならず IgM 抗体の

定性検査を備えていることから自動的に結果が得
られる。この事に関連して、IgM 抗体が陽性の結
果となった場合に追加検査、診療が必要となるこ
とについての意識の設問を行った。これに対して、
受検者、医療従事者にとって「負担がある」寄り
の意見が各々60%、15%であった。ただ、医療従
事者における負担の程度は「許容しがたいほど負
担が大きい」とする回答 5%も存在したものの、
「負担は少しあるが許容できる」が 75%と最も多
い結果となった（資料３：スライド 11）。 

 
総合して、風疹第 5 期定期接種において迅速キ

ットを用いるメリット・デメリットは、受検者、
医療従事者にとって、「メリットが大きい」寄り
の回答は各々76%、52%、「デメリットが大きい」
寄りの回答は各々0%、7%であった。その理由と
して、受検者にとって受診回数を減らすことがで
きる一方で、当日の滞在時間が長いことが挙げら

れた（資料３：スライド 12）。 
この点に関して、実際の運用の中で受検者の方

からの苦情等、支障の有無については「多数あっ
た」3%（1 名）、「少数だがあった」8%、「ほとん
どなかった」「なかった」が 75%であった。 

 
これらを踏まえて、迅速キットを用いた単回受

診での風疹抗体検査・ワクチン接種の実施を今後
も継続したい、あるいは、継続の意義があると思
われますか、との設問への回答は、「継続したい
／意義がある」45%、「どちらとも言えない」
41%、「継続は難しい／意義はない」10%であっ
た。 
最後に、迅速キットを導入してよかった点に関

しては「検査が自施設で完結できる」ことの利便
性が最多であり、次いで「風疹第 5 期定期接種制
度の重要性」が挙げられた（資料３：スライド
13）。これは、迅速キット導入の決定要因に関す
る回答と上位 2 項目が共通する結果となった。 

 
風疹第 5 期定期接種に基づく風疹抗体測定に迅

速キットを用いることにおける工夫・条件には、
迅速キットの改善［精度、所要時間の短縮、血清
採取滴下用機器の使いやすさ、簡易化］、迅速キ
ットの普及、併用する医療資材として凝固促進剤
入りスピッツなどの購入を含めた請負価格設定、
所要時間に関する受検者への周知が挙げられた。 
さらに、広く今後の風疹対策に関する意見とし

て、対象者自身・周囲への更なる周知，認知度の
向上、受検者の利便性の向上［受検・接種機会の
確保、クーポンの電子化］、説明用資材の希望、
迅速キット自体の改善が望まれるとの回答をいた
だいた（資料３：スライド 14-15）。 
 またキット購入前の施設から 1 名回答が得られ
た（資料３：スライド 16）。特に今回迅速キット
導入に至らなかった特定の要因は同定されなかっ
た。 
 
Ｄ．考察 
 今回アンケートを通じて、迅速キットを用いて
風疹第5期定期接種制度に基づく抗体検査、結果
説明、必要に応じたワクチン接種を単回受診で行
う上での課題として導入当初最も多かったものは、
「新規検査キットの使用感、結果解釈」であった
が、経過とともにその割合は減少した。一方で継
続的に比較的多く存在したものは、「受検者への
説明」「受診者の待ち時間」、「医療事務処理の
煩雑化」、「需要の見込み」、「ワクチンの備蓄」
であった。また、これらの対策として運用の定着
と需要の見込みが想定できるようになることが挙
げられた。 
今後新規導入を検討する施設に向けて、情報提

供を考慮しうる点として、“実施してよかった準
備”で最も多く挙げられた事前の「運用マニュア
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ルの作成」は一助となるものと思われた。運用の
流れと手順の確認ができる資料、さらに関係者の
共通認識の基礎となるものと推察される。各施設
状況に応じたフローの設定と明確化がより速やか
な運用の確立と定着に有用と思われた。 
需要の見込みの課題については、検査キットお

よびワクチンの備蓄に関わる。安定した受検者の
確保に本検査の周知が重要と思われる。 
ワクチンの備蓄、受検者の待ち時間は、当日接

種を行うにあたって引き続きの課題となる。備蓄
については、麻疹風疹混合ワクチンの使用期限の
短さに由来して、長期間・多数の備蓄は困難であ
り、こちらも安定した検査受診者数の確保・調整
とそれに応じたワクチン在庫調整を要することが
示唆された。ただし、施設によっては当日ワクチ
ンの準備が困難であっても、これまで結果説明と
接種予約のために別途受診を要していた場合には、
同日の接種予約ができることで、受診回数を減ら
し、かつ、希望がある場合にはより利便性高くワ
クチン接種機会へつなげることができる点で利点
はあるものと思われた。 
その他、「受検者への説明」に関して、口頭で

の説明用資料として検査からワクチン接種までの
流れに関する資料を希望する回答を多くいただい
た。そこで今回イラストを用いて制度の概要を図
示した A4 サイズ 1 枚の資材を作成した（資料４）。 
 また、導入時のコストとして、時間的コストの
ほか、血清を用いる迅速キットにおいて遠心機が
必須となるため、現状では自施設に遠心機を備え
ていない場合、導入は困難と考えられた。一方で、
迅速キットの不便な点として血清採取・滴下に用
いるキャピラリーチューブの使用しづらさの指摘
が多かったことに関して、検査室を備え、遠心機
やマイクロピペットなどの機器を既に有している
施設では、本迅速キットの検査の導入がしやすい
可能性がある。しかし、そのような施設は限られ
ており、キャピラリーチューブの使用方法に関す
る動画・資料等情報提供の必要性があるものと考
えられた。 
 
上記のような各種課題が挙がり、総じて医療従

事者への一定の業務負担増があると想定されたも
のの、アンケート結果からは医療従事者にとって
の実現可能性・継続性の観点でも許容される範囲
との回答が多い結果となった。迅速キットを活用
した単回受診で抗体検査からワクチン接種までを
実施可能とする体制構築は、受検者にとっての利
便性を向上し、風疹第 5 期定期接種制度活用の一
助になる可能性が考えられた。 
  
さらに、迅速キットに限らず風疹第 5 期定期接

種制度の活用促進には、利便性の向上に加えて、
引き続き定期接種制度・疾病に関する周知・認知
度の向上が重要であることを改めて指摘を受け、

これらの更なる強化が必要なことが示唆された。 
 
Ｅ．結論 
 今回のアンケートでは、迅速キットを活用した
運用は総じて医療従事者にとって一定の負担と、
受検者の待機時間が生じるものの、比較的持続可
能性を持ち、風疹第 5 期定期接種対象者の利便性
向上に寄与する可能性が示唆された。今後風疹第
5 期定期接種制度における抗体測定方法として迅
速キットが継続的に使用可能となった場合には、
新規導入の各施設において運用マニュアルの作成
が勧められるほか、安定した需要が望まれる。た
だし、血清を用いるため遠心機を有する施設での
利用に限られる。ワクチンの備蓄に関しては引き
続きの課題である。検査と同日の接種予約までを
想定した運用も考慮される。 
また、アンケートにおいて希望が多く寄せられ

た対象者への検査から接種までの流れに関する説
明用資材を作成した。これら疾患や制度に関する
情報・資材提供も引き続き重要と考えられた。 
謝辞 
 本調査にご協力くださった研究協力医療機関の
皆様に心より深謝申し上げます。 
 
Ｆ．研究発表 
論文発表 
該当なし 
 
学会発表 
該当なし 
 
G．知的財産権の出願・登録状況（あれば記載） 
  （予定を含む。） 
１．特許取得 
該当なし 
２．実用新案登録 
該当なし 
３．その他 
 該当なし 



30 
 

資料３  風しんイムノクロマト法_医療機関アンケート_結果のまとめ 
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資料４  風しん第 5期定期接種_検査～ワクチン接種まで説明用資料  
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
 

分担研究報告書 
 

風しん第5期定期接種の対策期間延長における風しん予防接種促進に関する研究 
 

研究分担者 大竹 文雄 大阪大学大学院経済学研究科 特任教授（常勤） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ．研究目的 
 本分担研究では、風しん抗体検査・ワク
チン・クーポンの配布対象世代に対するど
のような働きかけが検査、ワクチン接種実
績の上昇に結びつくか、行動経済学的に検
討し、より効果的な普及啓発の実施方法を
明らかにすることを目的とする。ナッジ
（損失の強調、人々の利他性の喚起、社会
規範の強調、コミットメントの使用等、社
会的に望ましい行動を促進する仕組み）の
活用により、抗体検査・ワクチン接種促進
にどのようなメッセージや広告が有効かを
行動経済学的に明らかにし、本対策に効果
的なメッセージを開発する。風しん予防行
動を阻害する要因を明らかにすると共に、
その解決策を提示する。 
 
Ｂ．研究方法 
 行動経済学的研究については、2020年に
行った前回研究（厚生労働行政推進調査事
業費補助金「風疹予防接種促進に関する行
動経済学的研究」19HA2002大竹）で得られ
た利他的メッセージが受診を促す効果をも
っているという知見を前提にして研究を行
った。ただし、前回の研究では、①既に自
然感染によって風しん抗体を保有している
と誤解している人への行動促進の検討、②
メッセージ効果の異質性についての分析、
③クーポン配布対象へのメッセージの効果
的な届け方、④今までの対策で検査を受け
ていない人の特性の考慮などについては分
析されていない。そこで、つぎのように研
究を進めた。 
 

(１)自治体におけるリーフレット配布の
効果検証 
茅ヶ崎市、つくば市で、抗体検査・ワク

チン接種クーポンの自治体配布の際に、ク
ーポンに同封するメッセージや封筒のデザ
イン等について、前回研究の成果をベース
に最も効果が高いと考えられるものを一式、
複数パターン作成し、提案する。行動経済
学的に異なる工夫をしたいくつかのクーポ
ン一式をランダムに送付し、抗体検査の受
検率、ワクチン接種率のグループ間比較を
行う。 
・茅ヶ崎市における実験デザイン 
 統制群：茅ヶ崎市が事前に用意していた
抗体検査クーポンに同封する郵送物のみ、
ナッジ介入群A：統制群に我々が作成した
リーフレットを追加、ナッジ介入群B：ナ
ッジ介入群Aに加えて、封筒にメッセージ

を追加。 
 居住地区内で2021年度までの風疹対策で
抗体検査とワクチン接種を受けていない対
象者を３つのグループにランダム化し、均
等に割り付けた。各グループは、約7,500人
ずつであった。 
・つくば市における実験デザイン 
４つの実験群を設定した。統制群：つくば

研究要旨 
 分担研究では、風しん抗体検査・ワクチン・クーポンの配布対象世代に

対するどのような働きかけが検査、ワクチン接種実績の上昇に結びつく

か、行動経済学的に検討し、より効果的な普及啓発の実施方法を明らかに

することを目的とした。ナッジ（損失の強調、人々の利他性の喚起、社会

規範の強調、コミットメントの使用等、社会的に望ましい行動を促進する

仕組み）の活用により、抗体検査・ワクチン接種促進にどのようなメッセ

ージや広告が有効かを行動経済学的に明らかにし、本対策に効果的なメッ

セージを開発した。 
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市が事前に用意していた郵送物のみ。ナッ
ジA:我々が作成したリーフレットを追加。
ナッジB：統制群の内容で封筒にナッジメ
ッセージを追加。ナッジC：ナッジAに封筒
にナッジメッセージを追加。 
 ８つの地区から属性の似た２地区を選び、
その中に、リーフレット介入をランダムに
割り付ける。各地区の対象者を郵便番号、
地番、個人IDでソートし、前半の対象者に
封筒介入を行った。つくば市での介入は、
ナッジAとナッジCが約1,700人、ナッジBと
統制群が約1,100人を対象に行った。 
 両市とも、6月中旬にクーポン券を含む郵
送物を送付し、10月末に中間評価のための
抗体検査・ワクチン接種などの行政データ
の提供、3月末までの最終データの提供は、
2023年5月下旬になる予定である。 
 茅ヶ崎市では、2022年11月に、ナッジを
とりいれたリマインダーのハガキを郵送し
た。ナッジA,Bの群には、ナッジをとりいれ
たハガキ、統制群には従来の茅ヶ崎市が用
意したハガキを送付した。各群は約7,200人。 
 
（２）オンライン調査による効果検証 
全国のクーポン配布対象者に対し、オン

ライン調査で、抗体検査受検促進のランダ
ム化比較試験を行った。調査は、マイボイ
スコム株式会社に依頼し、調査対象者は、
マイボイスコムの登録モニターである。 
調査は二回に分けて実施した。一回目は、

情報介入と風疹の抗体検査の受検意思につ
いてのアンケート調査を実施した。具体的
には、回答者を７つのグループにランダム
に分けて、ワクチン接種を促すメッセージ
を示して、その効果を検証した。調査は、2
022年8月1日から8月4日までで、抗体検査未
受検者1万人を対象にした。 
各グループのメッセージは、次の通り。 

①[統制群]：統制群として風疹に関する情
報提供がないもの 

②[強制介入群(厚労省)]:厚生労働省が従来用
いてきたメッセージを回答者に強制的に
見せるもの 

 
③[強制介入群(認識修正＋厚労省)]風疹のワ

クチンを子供の頃に接種したという誤認
識と、妊婦の風疹感染が胎児に影響を与

えるという医学的知識をわかりやすく伝
えるリーフレットと②で用いた厚労省の
資材を強制的にみせるもの 

 
 
④[封筒・オプトイン介入群（厚労省）]:従

来の封筒デザインを見せて、次の情報を
受けるかどうかを選択させ、選択した人
にのみ、②のグループで用いた厚生労働
省からの資材を見せるもの 

⑤[封筒・オプトイン介入群（認識修正＋厚
労省）]:従来の封筒デザインを見せて、
次の情報を受けるかどうかを選択させ、
選択した人にのみ、③のグループで用い
た誤認識修正リーフレットと厚労省の資
材を見せるもの 

 

 
⑥[ナッジ封筒・オプトイン介入群（認識修

正＋厚労省）]:封筒に「43歳から60歳男
性のみなさんへ、風しんの抗体を持って
いると思い込んでいませんか？」という
封筒を開ける意欲を高めるメッセージを
入れたものを提示した上で、次の情報を
受けるかどうかを選択させ、選択した人
にのみ、③のグループで用いた誤認識修
正リーフレットの資材を見せるもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑦[強制介入群(動画+厚労省)] ③で用いた認
識修正のリーフレットを音声付き動画で
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強制的にみせるもの 
 

 
これらのメッセージの後、風しん抗体検

査・ワクチン接種意欲を質問し、メッセー
ジの効果を検証した。 

 

 
 
二回目は、一回目の調査後から、情報提

供の方法で抗体検査受検比率、ワクチン接
種率が異なってくるかを検証した。二回目
の調査は、2023年3月17日から3月28日にか
けて、第一回目の回答者のうち7,466人を対
象にした。また、情報提供をしていない対
象者として1,016人も対象に調査した。 
上記の分析結果をもとに、抗体検査受検

促進のための2分程度の動画と15秒の動画を
作成し、動画広告をYouTubeで流し、動画
視聴数の動きを分析する。この時に、45歳
から65歳の男性に広告を流し、43歳と44歳
のグループとの比較から抗体検査受診への
影響を検証できるようにする。 
さらに、研究成果をもとに、抗体検査・

ワクチン接種を促進するためのポスター・
リーフレットを作成し、都道府県及び市町
村に１か所当たり約６枚のポスターと145枚
のリーフレットを配布した。 
 ナッジ研究の結果を使い、厚生労働省が
例年２月４日の風しんの日に実施している
風しん対策啓発イベントのような、風しん
抗体検査受検及びワクチン接種を啓蒙する
イベントを企画し、実施した。 
 抗体検査の受検・ワクチン接種可能な医
療機関の検索機能をもった風しんの抗体検
査受診・ワクチン接種に関するウェブサイ
トを構築し、公開した。 
 
（倫理面への配慮） 
大阪大学大学院経済学研究科倫理委員会で
茅ヶ崎市の調査(令和4年5月12日および11月
14日)、つくば市の調査(令和4月27日)、オン
ラインアンケート調査(令和４年7月14日)の
承認を受けた。また、大阪大学感染症総合
教育研究拠点倫理委員会で、茅ヶ崎市の調
査（令和4年5月6日）、つくば市の調査（令
和4年4月28日）、オンラインアンケート調
査（令和４年7月8日）の承認を受けた。 
 
本研究で用いられるデータは、全て個人が
特定できない情報として調査会社および自
治体から提供されている。 
 
Ｃ．研究結果 
（１）自治体におけるリーフレット配布の
効果検証 
・茅ヶ崎市での抗体検査実施率 
 ナッジAとナッジBは、抗体検査受検率を
統制群よりも0.319%ポイント統計的に有意
に高めていた。 
 

 
・つくば市での抗体検査受検率 
 つくば市では、ナッジ介入は、統制群よ
りも0.7%ポイント高めていたが、統計的に
は有意な差ではなかった。 



43 
 

 

 
（２）オンライン調査の結果 
 情報介入をしていない人で抗体検査を受
ける意思がある人の割合は、51.4%であり、
厚労省のメッセージで8.9%ポイントその割
合が上昇し、認識修正リーフレットの提示
で12.4%ポイント上昇した。さらに、動画で
の説明では17.4%ポイント上昇した。厚労省
の説明資材と認識修正リーフレットの差は、
3.5%ポイント、動画との差は8.4%ポイント
で、いずれも統計的に有意な差であった。 
 

 
 封筒を開封させるタイプと強制的に情報
提供をするタイプでは、封筒を開封させる
選択肢を取り入れた方が、強制的に情報提
供をするよりも効果的であった。封筒の開
封という作業が、サンクコストバイアスを
通じて、コミットメントメカニズムとして
機能する可能性を示している。 
 一方、動画による説明を強制的に見せる
場合は、封筒開封の効果より大きい。動画
をテレビ、SNS、鉄道車両内などでの広告
として強制的に見せることによる情報伝達
による抗体検査受診意欲向上効果があるこ
とを示唆することになっている。 
 第二回目の調査結果について、暫定的な
分析結果は、抗体検査受検率が極めて低く、
受検意欲で示された効果が十分に観察され
ていない。この理由は、介入が行われた時
期に、新型コロナ感染症の感染拡大で、外
来診療が逼迫しており、抗体検査の予約が
取りにくい状況にあったことが考えられる。 
 

（３）つくば市における2019年度の風疹抗
体検査クーポン送付の効果検証 
 2019年度では、46歳以下の対象者にはク
ーポンを送付し、47歳以上の対象者にはク
ーポンを送付しなかったが、自治体に発行
依頼をすればクーポンを利用可能だった。4
7歳以上と未満では、どちらも無料で抗体検
査・ワクチン接種が可能であったが、クー
ポンが送付されるか、自分で申し出るかの
違いがあった。クーポン送付の効果検証に
ついて行政データを利用して行った。 
 この結果クーポン送付によって抗体検査
受検率は、19.6%ポイント上昇した。 
 

  
また、ワクチン接種率は、5.6%ポイント

上昇した。 
 

 
 
（４）風しんの日のイベントと動画の制作 
 
・風しんの日イベント 

2023年2月4日に風しんの日イベントをYo
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utubeでライブ配信し、アーカイブも動画配
信している。ゲストに、元陸上選手で風疹
クーポン対象世代の為末大、起業家の椎木
里佳、イラストエッセイストの犬山紙子の
各氏を迎え、産婦人科医の倉澤健太郎、神
奈川県衛生研究所所長の多屋馨子、行動経
済学者の佐々木周作と大竹文雄の解説で、
「アイディア募集！風しん抗体検査」とい
うタイトルで開催した。2023年4月22日時点
で408回視聴されている。 

 
・動画の制作 
 風しん抗体検査・ワクチン接種の必要性
を対象世代に訴えかけるために、本プロジ
ェクトで効果があると判明したメッセージ
をコミカルな動画として2分30秒のものと15
秒版のものを作成した。２分30秒のものは、
風疹の日のイベントで紹介するとともに、
Youtube広告として流した。動画の視聴率は
高く、2023年2月から3月にかけて視聴回数
は合計234万回に達した。 
 

 

 
 
・自治体職員のためのガイドブック 

 抗体検査・ワクチン接種を促進するため
に本研究プロジェクトで判明した内容を自
治体担当者が活用するためのガイドブック
を作成し、各自治体に送付するとともに、
ホームページで公開した。 

 
・ポスター・リーフレットの制作と自治体
への送付 
 本事業で効果が認められた行動経済学的
メッセージをもとにしたリーフレットとポ
スターを制作し、自治体に配布するととも
にホームページからダウンロード可能にし
た。 

 
 
・医療機関検索機能付きホームページの制
作 
 本事業での研究結果をもとに作成した動
画、ポスター、リーフレット、ガイドブッ
クを掲載するとともに抗体検査・ワクチン
接種を行う医療機関の検索機能をもったウ
ェブサイトを構築し、公開した(https://www.
cider.osaka-u.ac.jp/rubella/)。 
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Ｄ．考察 
 自治体における行動経済学を活用したリ
ーフレットの封入のフィールド実験の結果
から、ナッジは抗体検査の受検率を引き上
げるのに有効に機能することが示された。
また、オンライン実験も同様の結果を示し
ている。特に、子供の頃に風疹ワクチンを
接種したと思い込んでいる接種対象者が５
割を超えているという現状からは、そのよ
うな認識を修正するメッセージを強調した
リーフレットを配布することが有効である。
しかしながら、ナッジメッセージは抗体検
査の意欲を大きく高めたが、実際の抗体検
査受検率の引き上げ幅は低かった。これは、
クーポンが送付された６月から７月は、新

型コロナウイルス感染症の感染が拡大した
時期と一致し、検査を行う医療機関の外来
診療が逼迫したため、抗体検査の予約が取
りにくかったためと予測される。本研究結
果からは、抗体検査の受検意欲は約50％と
高く、ナッジによってそれを最大17%ポイ
ント引き上げることが可能であることが示
された。特に、動画を強制的に見せること
が効果的であった。 
 
 
Ｅ．結論 
本研究事業からクーポンの対象年齢の男性
がどのような情報提供を受けると、抗体検
査を受検する比率が高まるかが明らかにさ
れた。具体的には、「あなたがきっかけで、
妊婦さんが風疹に感染すると、あかちゃん
が心疾患、白内障、難聴をもって生まれて
くる可能性があります」という利他的なフ
レーミングで医学的な情報提供をすること
である。また、この世代の男性は、子供の
頃に風疹のワクチン接種をしたと思い込ん
でいる人が過半数であるので、その誤認識
を修正する情報提供が効果的である。情報
提供の手法としては、クーポン送付の際に
リーフレットを同封することに加え、Youtu
be広告などのように強制的に情報を目にす
るような手法が効果的である。 
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厚生労働行政推進調査事業費（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

 

分担研究報告書 

 

企業での風疹予防接種促進のための取組検討研究 

 

研究分担者 堀 愛 筑波大学医学医療系  

福祉医療学分野 国際社会医学研究室 准教授 

 
研究要旨 
本研究の目的は、風疹第 5期定期接種制度（以下、制度）の 2022 年からの 3 年間延長期間

中に、1962-78 年度生まれ男性（以下、対象者）の風疹抗体検査数を向上させるため、企業
や健診機関で風疹対策を促進する要因・阻害する要因を明らかにすることである。具体的に
は、企業や健診機関を対象としたヒアリング調査と啓発資材の開発、そして全国の企業を対
象とした質問票調査を行った。 
ヒアリング調査の結果、①職場の健康診断や人間ドック（以下、健診）での風疹抗体検査

実施の状況について、「2022年現在、実施数が少ない」ことが抽出された。②実施を阻害す
る要因については、「法定健診と異なり、職場の受診勧奨に法的根拠が乏しい」こと、「制
度が複雑である」こと、さらに「企業や対象者に制度が周知されていない」ことが抽出され
た。③実施を促進する要因として、「風疹を事業継続のリスクととらえている」こと、「先天
性風疹症候群を女性が就労する上で脅威とみなしている」ことが挙げられた。ヒアリング調
査結果を踏まえ、企業や対象者向けの動画やリーフレットを啓発資材として作成した。 
質問票調査では、全国の企業の風疹第 5期定期接種の利用状況を明らかにした。2020 年厚

生労働省調査結果と同様に、健診での風疹抗体検査を行いたいと考える企業が 7割以上であ
った一方で、中小企業では、大企業と比べて風疹第 5期定期接種制度の認知度と実施割合と
もに低かった。 
本研究の成果から、現行の法的位置づけでは風疹抗体検査の受診勧奨に限界があること、

制度の利便性と普及啓発に改善の余地があることが明らかとなった。希望するすべての対象
者が風疹抗体検査を受けられるよう、行政が主導し、企業や健診機関の協力を得つつ、さら
なる法整備や制度の利便性向上、および普及啓発を図る必要があると考えられた。

第一部 
ヒアリング調査 
Ａ．研究目的 
 風疹第 5 期定期接種制度（以下、制度）対象者
は 1962 年度から 78 年度生まれ男性である。彼ら
対象者の多くが勤労男性であり、労働安全衛生法
にもとづいて年 1 回以上、職場の一般定期健康診
断や人間ドック（以下、健診）が義務付けられて
いる。40 歳以上の健診項目は血液検査が必須であ
り、そのため、追加の針刺しなく、時間的な損失
も少なく、健診で風疹抗体検査が受けられる利点
は大きい。それにもかかわらず、健診での風疹抗
体検査はクーポン券利用全体の 28％と、医療機関
での検査の半分以下にとどまっている（2019 年 6
月から 2021 年 7 月まで）（引用文献 1）。 

本研究では、制度の2022 年からの 3年間延長期
間中に、対象者である勤労世代男性の風疹抗体検
査の検査数を向上させるため、企業や健診機関で
風疹対策を促進する要因・阻害する要因を明らか
にすることを研究目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 

調査対象として、産業医と健診医に機縁法によ
り参加協力を依頼した。さらに、東京都産業保健
健康診断機関連絡協議会に所属する健診機関の風

疹抗体検査担当者に参加協力を依頼した。全国の
健診機関9社、企業5社より参加を得た。対面、あ
るいはオンライン会議システムZoomを用いて、ヒ
アリング調査を実施した。ヒアリング内容は、対
象者の同意を得て録音・録画し、逐語録を作成し
た。 

                                 
■調査項目 
ヒアリング調査項目は、研究協力者として、大企
業産業医（イオン株式会社 増田将史）、中小企
業産業医（ＯＨサポート株式会社 今井鉄平）、
そして健診機関医（全日本労働福祉協会 主席研
究員 長濱さつ絵）と共に連絡会を開催し、確定
した。以下にヒアリング調査のインタビューガイ
ドを示す。 
（１）風疹抗体検査の実施状況 
・風疹抗体検査実施者数／一般健診受診者数（特
殊健診除く） 
・2019年度分から3年間の推移（クーポン券有無
別） 
・（厚労省通達による全衛連調査項目）集合契約
の参加状況、開始年月 
 
（２）実施にあたって困っていること、制度改善
の提案 
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・導入のとき何が大変でしたか。例）健診機関と
医療機関との金額の差異等 
・職員、受診者の声。 
・受診者がクーポン券忘れた場合の対応。 
・ワクチン接種が必要な場合の結果の返し方。 
・受診者が過去の受診履歴を忘れてしまう場合の
対応。 
 
（３）対象者への周知 
・年齢・性別で対象者抽出の有無 
・成人男性以外への周知の有無 
・実際の案内文 
・（厚労省通達による全衛連調査項目）健診受診
者様への風疹抗体検査の案内の有無 
・（厚労省通達による全衛連調査項目）予診票送
付の有無 
 
（４）広報の状況 
・社内外への発信の有無 
・事業場、健診会場、ポスター掲示 
・ウェブサイト、記事、バナー、リンク 
・広報誌の記事。 
・（厚労省通達による全衛連調査項目）制度の広
報 
 
（５）風疹対策の位置づけ 
・経営方針、ビジョン、ミッションとの関連 
・認証制度の取得状況：健康経営法人、くるみ
ん、えるぼし、ユースエール 
・SDGｓ、CSRとの関連づけの有無 
・事業継続計画、感染症対策との関連付けの有無 
 
（６）風疹以外の予防接種の取り組み 
・新型コロナウイルス感染症予防接種 
・季節性インフルエンザ予防接種 
 
（７）本研究班の良好事例集 
ウェブサイト掲載情報の概要説明、活用にむけて
の意見・要望 
掲載協力の可否 
 
■統計解析 

ヒアリング内容の逐語録より、解析ソフトウェ
ア MAXQDA を用いてコーディングを行い、研究者 2
名で質的分析を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
 「ヒアリング調査対象者への説明文」を調査対
象者に提示し、調査で得られた情報は個人と会社
名を特定できない形でしか発表されないこと、ま
た調査の目的以外には利用しないことを対象者全
員に伝えた。調査協力者には（辞退者を除く）筑
波大学規程により謝金を支出した。本研究は、筑
波大学医の倫理委員会の承認を得ている（承認番
号 1804）。 
 
Ｃ．研究結果 

①健診での風疹抗体検査の実施状況、②実施を
阻害する要因、そして③実施を促進する要因（良
好事例）について以下の知見を得た。 

① 健診での風疹抗体検査の実施状況について、
「2022 年現在は実施数が少ない」ことが抽出
された。また、「企業によって実施状況にばら
つきがある」こと、「2019 年―20 年にかけて
実施した企業が多かった」ことが明らかとな
った。 

② 実施を阻害する要因として、「法定健診と異
なり、受診勧奨に法的根拠が乏しい」こと、
そして「制度が複雑であること」、「企業や
対象者に制度が周知されていないこと」が挙
げられた。 

法的根拠が乏しい点については、「健診機
関から職員の抗体検査を勧めても希望しない
企業がある」こと、「個人情報保護の点から法
定外項目である風疹抗体検査の実施は望まし
くないと考える企業がある」こと、「他の性・
年齢に配慮した公平性の観点で、対象者だけ
でなく全従業員に実施したいと考える事業者
がいる」ことが挙げられた。 

制度が複雑であることについては、特にク
ーポン券について、「クーポン券を紛失した、
あるいは忘れた対象者に抗体検査ができな
い」、「クーポン券有効期間が長いと受診者
は後回しにしやすい」という声が得られた。
そのほか事例として「企業の独自の取組とし
て、クーポン券を使わず全職員に抗体検査を
実施した例で、対象世代のワクチン接種がク
ーポン券対象外になってしまった」ことがあ
った。また、2019 年の制度開始当初は、「受診
者からクーポン券が届かないという問い合わ
せがあった」こと、「集合契約の準備に時間が
かかり、風疹抗体検査の開始が遅れた」こと、
「集合契約を締結せずに、健診機関で事務対
応している場合もある」ことが挙げられた。 

最後に、「企業や対象者に制度が周知されて
いない」ことが抽出された。健診機関からは、
「企業や受診者向けの広報資材が不足してい
る」こと、「企業や対象者に健診機関から制度
を周知することは手間がかかる」ことも挙げ
られた。そのため、「行政主体で制度を周知し
ないと検査数を増やすのは難しい」という意
見が抽出された。 

③ 実施を促進する要因として、「風疹を事業継続
のリスクとしてとらえている」こと、「先天性
風疹症候群を女性が就労する上での脅威とと
らえている」ことが挙げられた。こうした認
識を持つ企業では、風疹対策を企業の社会的
責任とみなしたり、経済産業省が主導する健
康経営®と紐づけするなどし、積極的に風疹抗
体検査を実施していた。実際の良好事例を以
下に示す。健診機関からは、「健診受診案内に、
対象者に風疹クーポン持参をうながす独自の
リーフレットを同封している」、「健診機関か
ら企業の健診担当者に周知を図った」という
意見が出た。また、企業からは、「風疹を事業
継続のリスクと認識して、事業者主導で風疹
抗体検査を推進した」、「女性が多く、妊娠し
ている社員もいることから、全社員が安心し
て働けるようにという視点で風疹抗体検査を
推進した」、「企業内の衛生講話で制度の周知
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を図った」、「健康保険組合から被保険者に周
知を図った」、「未受診者を把握して毎年リマ
インダを送付している」、等の取り組みが挙げ
られた。 

以上のヒアリング調査結果を踏まえ、啓発資材
として、企業や勤労者向けの動画を作成した。動
画コンテンツとして、（１）健診で風疹抗体検査
が受けられる制度を周知する内容、（２）風疹対
策を企業の社会的責任と位置付けて、対策のメリ
ットを伝える内容、そして（３）先天性風疹症候
群当事者家族が対象者に向けて風疹抗体検査を呼
びかける内容、とした。また、企業や対象者向け
に、健康診断で原則自己負担なく風疹抗体検査が
受けられる制度を周知するリーフレットを作成し
た。 
第二部 
質問票調査 
Ａ．研究目的 
 風疹第 5期定期接種の 2022 年からの 3年間延長
期間中に、対象者である勤労世代男性の風疹抗体
検査の検査数を向上させるため、企業の風疹対策
の現状を明らかにする。 
 
Ｂ．研究方法 

調査対象は、総務省事業所母集団データベース
令和3年経済センサス母集団情報に登録されてい
る、日本全国の民営および公営事業所とした。事
業所規模によって層別化し、①常用雇用者数1000
人以上の事業所（以下、大企業）2076社および、
②常用雇用者数50人以上999人以下の事業所（以
下、中小企業）175,506社から、ランダムサンプ
リングにて①大企業1000社、②中小企業1000社を
調査対象とした。 

東京都ビジネスサービス株式会社に委託し、イ
ンターネットと紙媒体のハイブリッド形式で質問
票調査を実施した。対象企業の風疹担当者に、説
明文書、質問票、そして調査番号に紐づけされた
ログインIDとパスワードを郵送し、セキュリティ
で保護されたインターネット調査画面上で回答を
依頼した。インターネットでの回答が困難な場合
にのみ、紙媒体で質問票を返送するよう依頼し
た。2023年3月24日から3月31日までを調査期間と
し、①大企業130社（回答割合13%）、②中小企業
96社（同10％）より回答を得た。                                   
 
■調査項目 

質問票調査項目は、2020年厚生労働省による調
査項目を参考とした（引用文献1）。さらに研究協
力者として、大企業産業医（イオン株式会社 増
田将史）、中小企業産業医（ＯＨサポート株式会
社 今井鉄平）、そして健診機関医（全日本労働
福祉協会 主席研究員 長濱さつ絵）と共に連絡
会を開催し、追加項目を確定した。以下に、主な
項目を示す。 

 
Q2. 風疹対策（第5期定期接種）制度※を知って
いますか。  ※「43歳から60歳男性（1962年度生
まれから1978年度生まれ）」を対象に、市区町村
から無料のクーポン券が送られて、風疹の抗体検
査や、抗体価が低かった場合には予防接種が受け

られる制度のことをいいます。（選択肢：知って
いる・知らない） 
 
Q6. 「1962年度生まれから1978年度生まれ男性」
職員に対する、風疹の抗体検査について、あては
まるものを１つ選んでください。（選択肢：既に
大半の職員に実施している・一部の職員のみだ
が、実施している・実施していない） 
 
Q7. 「1962年度生まれから1978年度生まれ男性」
職員に対する、風疹の抗体検査を、健康診断や人
間ドックの機会に、実施できる仕組みがあること
を知っていますか。（選択肢：知っている・知ら
ない） 
 
Q8. 「1962年度生まれから1978年度生まれ男性」
職員に対する、風疹の抗体検査の実施体制につい
て、あてはまるものをすべて回答してください。
（複数回答） [1. 健康診断や人間ドックの機会
に、風疹抗体検査を提供している] [2. 個人単位
で、医療機関等での抗体検査を推奨している] 
[3. 健康診断や人間ドックとは別に、職員向けの
集団の抗体検査の機会を提供している] [4. 入社
時や配属時に、抗体検査の機会を提供している] 
[5. 事業場以外の健康保険組合等で、抗体検査の
機会を提供している] [6. 事業場として風疹抗体
検査の機会は設けていない] 
 
 Q10. 職員に対して風疹対策（第5期定期接種
等）の周知をはかったことがありますか。あては
まるものをすべて回答してください。（複数回
答）  ※妊娠した女性が風疹に感染すると、先天
性風疹症候群の赤ちゃんが生まれる可能性があり
ます。（先天性風疹症候群：耳がきこえにくくな
る、心臓に奇形が生じる、目が見えにくくなる、
精神や身体発達に遅れが生じるなどの生まれつき
の障がい）  [1. 職員に対して、先天性風疹症候
群※を含め、風疹の教育を行ったことがある] [2. 
職員に対して、風疹の予防接種や抗体検査を行う
ように呼びかけたことがある] [3. 事業場独自の
風疹啓発イベントを実施したことがある] [5. 風
疹対策の周知をはかったことはない][その他]  
 
Q11. 基本的な考え [1. 風疹対策は直ちに実施す
る必要がある]  [2. 職員が風疹に感染するリスク
は高い] [3. 職員および取引先に先天性風疹症候
群を起こすリスクは高い] [4. 職員が風疹に感染
すると、事業継続に支障が生じる]（選択肢：そ
うだ・ややそうだ・ややちがう・ちがう） 
 
Q12. 風疹対策の実施にあたっての考えについ
て、あてはまるものを回答してください。 [1. 
風疹対策の実施について、職場の理解を得るのが
難しい] [2. 職場の風疹対策について誰に何を相
談したらよいかわからない] [3. 風疹対策の制度
が複雑で事業所だけの力で対応できそうにない] 
[4. 風疹対策について、行政から個別サポートし
てほしい][5. 風疹対策について、健診機関から
個別サポートしてほしい] [6. 風疹対策につい
て、産業医や保健師から個別サポートしてほし
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い][7. 事業所の単独の判断でなく、全社で統一
的な判断が必要] [8. 事業所の単独の判断でな
く、（健康保険組合等の）保険者の理解が必要] 
[9. 他社の動向を見てから判断したい] [10. 新
型コロナウイルス感染症対策のため、風疹対策を
行う余裕がない][11. 新型コロナウイルス感染症
対策に絡めて風疹対策も行いたい] [12. 健康診
断や人間ドックの機会に風疹抗体検査も行いた
い] [13. 外部の医療機関で風疹抗体検査を受け
る機会を提供したい] [14. 健康診断の機会とは
別に、従業員向けの風疹抗体検査の機会を提供し
たい] [15. 抗体検査を受けた後の対応（予防接
種など）が難しい] [16. 抗体検査や予防接種な
どの、個人情報の取り扱いが難しい] [17. 風疹
対策の費用の企業負担が無いことが重要] [18. 
風疹対策は職場よりも、行政主体で実施するのが
よい] （選択肢：そうだ・ややそうだ・ややちが
う・ちがう） 
 
Q19. 次のそれぞれについて、風疹の第5期定期接
種についての情報を、入手していましたか（複数
選択） [1. 健康保険組合] [2. 経済団体（商工
会議所・経団連・同友会など）] [3. 業界団体] 
[4. 健診機関] [5. 産業医、保健師、看護師]） 
[6. 社会労務士] [7. 中小企業診断士] [8. 健康
経営アドバイザー] [9. 厚生労働省] [10. 都道
府県] [11. 市町村] [12. 報道（ニュース、テレ
ビ番組、新聞）] [13. 労働衛生機関（産業
保健推進センター、産業保健総合支援センター、
中災防など）] [14. グループ会社、親会社] 
[15. 上記から情報は入手していない]  
 
■統計解析 

各質問項目の記述統計量を要約した。 
 
（倫理面への配慮） 
 「アンケート調査対象者への説明文」を調査対
象者に提示し、同意を得られた場合のみ回答に進
む形式とした。調査で得られた情報は個人と会社
名を特定できない形でしか発表されないこと、ま
た調査の目的以外には利用しないことを対象者全
員に伝えた。本研究は、筑波大学医の倫理委員会
からの承認を得ている（承認番号 1804,および
1782）。 
 
Ｃ．研究結果 

研究結果として、資料５を添付する。「風疹第 5
期定期接種制度を知っている」と回答したのは大
企業 95%、中小企業 76%であった。「風疹抗体検査
を健診の機会に実施できる仕組みがあることを知
っている」と回答したのは大企業 78%、中小企業
40％であった。また、「職員に対して風疹抗体検
査を実施している」と回答した大企業は 70%、中
小企業では 41%であった（選択肢：既に大半の職
員に実施している、および、一部の職員のみだが
実施している、を合計）。「職員に対して、過去 5
年間に風疹の予防接種や抗体検査を行うように呼
びかけたことがある」と回答した大企業は 67%、
中小企業では 30%であった。 

基本的な考えとして「風疹対策は直ちに実施す

る必要がある」と回答したのは全体で 80％（大企
業は 86％、中小企業は 72％）であった。「健診
の機会に風疹抗体検査も行いたい」と回答した大
企業は 73％、中小企業は 78％であった。「新型
コロナウイルス対策のため、風疹対策を行う余裕
がない」と回答した大企業は 33％、中小企業は
46％であった。 

「風疹第 5期定期接種についての情報を入手し
ていましたか」として、情報源を尋ねた。大企業
では情報源として、厚生労働省 48％、市町村
37％、都道府県 34％と行政が最多であり、次いで
産業保健スタッフ 27％、健診機関 23％、報道
23％であった。中小企業は、情報を入手していな
いという回答が 45％で最多であり、入手している
情報源として多かった順は、市町村 26％、報道
26％、健保組合 14％であった。 

 
D．考察 

本研究で明らかとなった、風疹第 5期定期接種
制度に基づく風疹抗体検査を職場の健診で実施す
る際の阻害要因と促進要因を踏まえて、今後の実
施数向上策を以下に考察する。 

阻害要因として、本研究では①風疹抗体検査受
診勧奨の法的根拠が乏しいことと、②制度が複雑
であること、そして③周知が不十分であることを
明らかにした。 

風疹抗体検査受診勧奨の法的根拠が乏しい点に
ついて、現行どおりの企業や健診機関の努力だけ
では実施数向上に限界があると考えられた。事業
者にとって、対象者への風疹抗体検査の受診勧奨
は義務ではない。これは、風疹抗体検査の法的位
置づけが、労働安全衛生法に基づく法定健診項目
でなく、個人情報とされているためである。一般
の健診項目は、労働安全衛生法に基づく事業者と
労働者双方の実施義務があり、事業者が労働者に
対して受診勧奨や事後措置を行う法的根拠があ
る。しかし、事業者が、法定外項目である風疹抗
体検査を受診勧奨したり結果を活用するために
は、個人情報保護法に基づく利用目的の通知と労
働者の同意取得が必要となる。これについて増田
は、従前より職場の風疹対策の妥当性を裏打ちす
る法整備の必要性を提言している（引用文献 2）。
具体的には、個人情報保護法の適用除外規定の
「法令に基づく場合」として、労働安全衛生法や
感染症法等で、事業者による抗体検査や予防接種
歴の確認についての規定を設けることが望ましい
としている。事業者主導で風疹対策を推進するこ
とは、本研究の良好事例にみられる通り、対象者
全員に風疹抗体検査を実施する高い効果が得られ
ている。法整備により職場における抗体検査の責
任の所在を明確にすることが、制度の推進に寄与
する可能性がある。 

２つ目の阻害要因として、制度が複雑であるこ
とが挙げられた。とくにクーポン券の紛失や忘れ
についての対応が問題となっていた。対象者の半
数が、自宅に送付されたクーポン券に気づいてい
ないことが先行研究で明らかになっている（引用
文献 3）。クーポン券がなくても抗体検査が受けら
れるようにするなど、柔軟な運用が実施数を向上
させると考えられた。参考として、成人の新型コ
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ロナウイルスワクチン接種では、接種記録をスマ
ートフォンのアプリケーションで管理する等の IT
技術が導入された。風疹についても、受診勧奨や
接種記録の管理など、対象者の利便性を高める工
夫の余地があると考えられる。 

3 つ目の阻害要因として、制度の周知に課題が
あることが明らかとなった。本研究では、大企業
も中小企業も 7割以上が、「健診の機会に風疹抗
体検査も行いたい」と考えていた。これは 2021
年厚生労働省の大企業（常用雇用者 1000 人以
上）を対象とした全数調査結果（引用文献 2）と
も一致していた。しかし、中小企業では、大企業
とくらべて風疹第 5期定期接種制度の認知度と実
施割合がともに低く、制度の周知に課題があるこ
とが伺われた。中小企業で働く人々は、わが国の
企業人口の 7割（経済産業省、令和 3年度経済セ
ンサス活動調査）を占める。中小企業に制度を周
知することは重要と考えられた。新型コロナウイ
ルス対策に関する先行研究（引用文献 4）によれ
ば、中小企業向けの感染症に関する情報は、「正
確な情報を一元化・簡潔にしてほしい」という要
望があることがわかっている。本研究でも、対象
者への周知について、行政主導で広く実施してほ
しいという職場の意見が集約された。今回開発し
た啓発資材等も活用し、今後さらに、風疹第 5期
定期接種制度の普及推進をはかる必要がある。 

本研究で明らかとなった促進要因は、①風疹を
事業継続のリスクとみなしていること、そして②
先天性風疹症候群を女性が就労する上での脅威と
みなしていること、であった。良好事例からは、
感染症の事業継続計画や、女性活躍推進の取り組
みと紐づけて風疹対策を推進している工夫が伺わ
れた。さらに、健康経営®の評価項目にも風疹抗
体検査が盛り込まれていることから、認証企業で
は率先して実施している傾向が伺われた。今後、
企業の社会的責任と関連づけるなど、企業活動に
おける風疹対策の位置づけを明示することで、風
疹抗体検査の実施数を向上させる効果は大きいと
考えられた。 

 
E．結論 

第 5 期定期接種制度推進にあたり、現状では法
的位置づけの議論と、抗体検査の利便性向上、そ
して対象者への周知に改善の余地があることが明
らかとなった。希望する対象者が簡便に風疹抗体
を獲得できるよう、企業や健診機関の協力を得つ
つ、さらなる制度の改善と普及促進を図る必要が
あると考えられた。 
 
Ｆ．研究発表 
１．論文発表 
堀 愛.めざせ風疹排除！成功のカギは産業保健に
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27 
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令和 5 年 5 月 2 日 
厚生労働大臣   
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 

                                                                                             
                    
                              機関名 神奈川県衛生研究所 

 
                      所属研究機関長 職 名  所長 
                                                                                      
                              氏 名  多屋 馨子         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等

の管理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                                        

２．研究課題名  風しん第 5期定期接種の対策期間延長における風しん予防接種促進に関する研究 

（２１HA１００３） 

３．研究者名    神奈川県衛生研究所・所長                                 

      多屋 馨子・タヤ ケイコ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立感染症研究所 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と（指針の名称：             ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）                                          
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を

対象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：               

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和5年3月31日 

 
厚生労働大臣 殿 

                                                                             
  
                              機関名 国立感染症研究所 

 
                      所属研究機関長 職 名 所長 
                                                                                      
                              氏 名 脇田 隆字          
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 
１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                  

２．研究課題名  風しん第 5期定期接種の対策期間延長における風しん予防接種促進に関する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名） ウイルス第三部・室長           

    （氏名・フリガナ） 森 嘉生・モリ ヨシオ                        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立感染症研究所 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：               ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和５年 ４月 ３日 

 
厚生労働大臣 殿 

                                                                             
  
                              機関名 国立感染症研究所 

 
                      所属研究機関長 職 名 所長 
                                                                                      
                              氏 名 脇田 隆字          
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 
１．研究事業名     新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                 

２．研究課題名  風しん第 5 期定期接種の対策期間延長における風しん予防接種促進に関する研究 
３．研究者名  （所属部署・職名）  感染症疫学センター 主任研究官                  

    （氏名・フリガナ）  森野 紗衣子  モリノ サエコ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：               ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和５年５月１６日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                       
                                          
                              機関名 国立大学法人筑波大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 永田 恭介         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                                        

２．研究課題名  風しん第 5 期定期接種の対策期間延長における風しん予防接種促進に関する研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学医療系・准教授                        

    （氏名・フリガナ） 堀 愛・ホリ アイ                        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 筑波大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を

対象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：               

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 


